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編 集／村民生活部防災原子力安全課

このパンフレットは、東海村が原子力広報・
調査等交付金により作成したものです。

（表紙の写真）
提供：日本原子力研究開発機構
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縮尺　1：12,000

東　海　村東　海　村

●撮影　平成30年8月

●作成　令和４年３月

●縮尺　１:12,000 原子力事業所

東海村の公共施設
◎◎◎茨城県設置放射線測定局

凡例
防災原子力安全課

姉妹都市交流会館

けやきの杜保育所

舟石川保育所

百塚保育所

外宿浄水場

石神小学校

石神幼稚園

久慈川河川敷運動場
（石神外宿地先）

石神城址公園

久慈川河川敷運動場
（石神内宿地先）

衛生センター

白方小学校

村松幼稚園
東海中学校

総合支援センター（なごみ）

村民活動センター

産業・情報プラザ（アイヴィル）

阿漕ヶ浦公園

とうかい村松宿こども園

清掃センター
東海病院

中丸小学校

図書館
歴史と未来の交流館

東海文化センター

中央公民館

舟石川幼稚園

舟石川小学校
東海スイミングプラザ

東海南中学校

テニスコート

村松小学校

須和間幼稚園

東小沢小学校

白方公園

白方小あと地公園

ふれあいの森公園 真崎古墳群

舟石川近隣公園

東海駅コミュニティ施設
（東海ステーションギャラリー）

長堀すこやかハウス

病児・病後児保育施設「るぴなす」

東海PA
東海スマートIC常磐自動車道

国道６号

笠松運動公園

久慈川

JR常磐線

東海高校

東海テラパーク

JR東海駅

産学連携サテライト

国
道
２
４
５
号

佐和高校

新川

（独）国立病院機構
　　茨城東病院

㈱JERA
常陸那珂火力発電所
㈱常陸那珂ジェネレーション
常陸那珂共同火力発電所

原子力規制庁　東海・大洗原子力規制事務所

（公社）茨城原子力協議会・原子力科学館

東海ファーマーズマーケット
にじのなか

日本原子力発電㈱
東海原子力館別館

ひたちなか・東海広域事務組合消防本部
東海消防署

ひたちなか警察署
東海地区交番

国立研究開発法人　量子科学技術研究開発機構
那珂研究所

三菱マテリアル㈱

日本照射サービス㈱　東海センター
㈱ジェー・シー・オー

MHI原子力研究開発㈱

三菱原子燃料㈱

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構本部

日本原子力発電㈱
東海発電所・東海第二発電所

（公財）核物質管理センター
東海保障措置センター
国立大学法人　東京大学大学院
工学系研究科原子力専攻

大強度陽子加速器施設
（J－PARC）

原子燃料工業㈱　東海事業所

積水メディカル㈱　創薬支援センター

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

石神コミュニティセンター

白方コミュニティセンター

真崎コミュニティセンター

舟石川コミュニティセンター

総合体育館

総合福祉センター（絆）

中丸コミュニティセンター

村松コミュニティセンター

照沼小学校

東海村役場

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

ひたちなか市

那珂市

日立市日立市

縮尺　1：12,000

東　海　村東　海　村

●撮影　平成30年8月

●作成　令和４年３月

●縮尺　１:12,000 原子力事業所

東海村の公共施設
◎◎◎茨城県設置放射線測定局

凡例
防災原子力安全課

姉妹都市交流会館

けやきの杜保育所

舟石川保育所

百塚保育所

外宿浄水場

石神小学校

石神幼稚園

久慈川河川敷運動場
（石神外宿地先）

石神城址公園

久慈川河川敷運動場
（石神内宿地先）

衛生センター

白方小学校

村松幼稚園
東海中学校

総合支援センター（なごみ）

村民活動センター

産業・情報プラザ（アイヴィル）

阿漕ヶ浦公園

とうかい村松宿こども園

清掃センター
東海病院

中丸小学校

図書館
歴史と未来の交流館

東海文化センター

中央公民館

舟石川幼稚園

舟石川小学校
東海スイミングプラザ

東海南中学校

テニスコート

村松小学校

須和間幼稚園

東小沢小学校

白方公園

白方小あと地公園

ふれあいの森公園 真崎古墳群

舟石川近隣公園

東海駅コミュニティ施設
（東海ステーションギャラリー）

長堀すこやかハウス

病児・病後児保育施設「るぴなす」

東海PA
東海スマートIC常磐自動車道

国道６号

笠松運動公園

久慈川

JR常磐線

東海高校

東海テラパーク

JR東海駅

産学連携サテライト

国
道
２
４
５
号

佐和高校

新川

（独）国立病院機構
　　茨城東病院

㈱JERA
常陸那珂火力発電所
㈱常陸那珂ジェネレーション
常陸那珂共同火力発電所

原子力規制庁　東海・大洗原子力規制事務所

（公社）茨城原子力協議会・原子力科学館

東海ファーマーズマーケット
にじのなか

日本原子力発電㈱
東海原子力館別館

ひたちなか・東海広域事務組合消防本部
東海消防署

ひたちなか警察署
東海地区交番

国立研究開発法人　量子科学技術研究開発機構
那珂研究所

三菱マテリアル㈱

日本照射サービス㈱　東海センター
㈱ジェー・シー・オー

MHI原子力研究開発㈱

三菱原子燃料㈱

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構本部

日本原子力発電㈱
東海発電所・東海第二発電所

（公財）核物質管理センター
東海保障措置センター
国立大学法人　東京大学大学院
工学系研究科原子力専攻

大強度陽子加速器施設
（J－PARC）

原子燃料工業㈱　東海事業所

積水メディカル㈱　創薬支援センター

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

石神コミュニティセンター

白方コミュニティセンター

真崎コミュニティセンター

舟石川コミュニティセンター

総合体育館

総合福祉センター（絆）

中丸コミュニティセンター

村松コミュニティセンター

照沼小学校

東海村役場

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

ひたちなか市

那珂市

日立市日立市

村 の 花

発足３０周年を記念して、「スカシユリ」を村
の花に制定。スカシユリは、本州の北部に分布
し、村では砂丘に群落が多く見られます。花
は、真夏に咲き明るく情熱的で、太陽に向かっ
て咲くことから発展向上を意味し、村を象徴す
るにふさわしい花ということで定めました。

「とうかい」の「と」と原子力のγ（ガンマ）
と太平洋の波で模様化したものです。

（昭和３８年４月１日制定）

村 の 紋 章

村 の 木

発足２５周年を記念して、「黒松」を村の木に
制定。黒松は、村の気候や風土に適し、海岸線
をはじめ村内いたる所に見られます。古来から
長寿を表すとして尊ばれ、また、豊かな緑に包
まれた村の快適環境を象徴するにふさわしい木
ということで定めました。

村 の 鳥

発足４０周年を記念して、「メジロ」を村の鳥
に制定。目のまわりに白い輪があることから
「メジロ」の由来があり、魅力的な声でさえず
ります。メジロは村内に広く生息し、昔から地
域の人々に親しまれてきたことから、村を象徴
するにふさわしい鳥ということで定めました。
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工学系研究科原子力専攻

大強度陽子加速器施設
（J－PARC）

原子燃料工業㈱　東海事業所

積水メディカル㈱　創薬支援センター

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

国立研究開発法人　日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

石神コミュニティセンター

白方コミュニティセンター

真崎コミュニティセンター

舟石川コミュニティセンター

総合体育館

総合福祉センター（絆）

中丸コミュニティセンター

村松コミュニティセンター

照沼小学校

東海村役場

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

石神局
◎

本米崎局
◎

◎ 豊岡局

◎ 舟石川局

◎
三菱原燃局

◎ 押延局

◎ 村松局

◎ 原燃工局

ひたちなか市

那珂市

日立市日立市
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位置と地勢

海 抜
広 狭位 置

面 積
南 北東 西北 緯東 経

～３７m７．９km７．９km３６°２８′１１″１４０°３４′１１″３８．００km２

役場の所在地

郵 便 番 号 〒３１９－１１９２

所 在 地 茨城県那珂郡東海村東海三丁目７番１号

電 話 番 号 ０２９－２８２－１７１１（代）

東海村は、県都水戸市から北東へおよそ

１５km、北は久慈川を境として日立市に接し、

西は那珂市に、南はひたちなか市に接し、東

は洋々たる太平洋に面しています。

久慈川の南側と真崎浦、細浦等の低地は沖

積層で水田地帯となっていますが、台地は洪

積層で畑地と平地林を形成し、東にゆるやか

に傾斜して、その先端は砂丘となり、

現在は国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構、日本原子力

発電㈱等の敷地として活用さ

れています。
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人口のうつりかわり

有権者数（人）
常 住 人 口

世 帯年 次
女男総 数

Ｓ３０．４．２３ ５，９１８
Ｓ３５．１１．２０ ７，５０８
Ｓ４０．９．１ １０，３８３
Ｓ４５．１２．１３ １２，５３６
Ｓ５０．４．１３ １５，３５８
Ｓ５５．６．２２ １８，８９７
Ｓ６０．９．８ ２０，８０９
Ｈ２．１２．９ ２２，４０１
Ｈ７．７．２３ ２５，１６３
Ｈ８．９．１ ２５，６８２
Ｈ９．９．１ ２５，９８３
Ｈ１０．９．１ ２６，３８３
Ｈ１１．９．１ ２６，７５５
Ｈ１２．９．１ ２６，９６５
Ｈ１３．９．１ ２７，２７６
Ｈ１４．９．１ ２７，５１９
Ｈ１５．９．１ ２７，７２２
Ｈ１６．９．２ ２７，９４９
Ｈ１７．９．５ ２８，２０５
Ｈ１８．９．２ ２８，５１９
Ｈ１９．９．２ ２８，８４２
Ｈ２０．９．２ ２９，０５６
Ｈ２１．９．２ ２９，３６５
Ｈ２２．９．２ ２９，６４９
Ｈ２３．９．２ ３０，００１
Ｈ２４．９．２ ３０，１００
Ｈ２５．９．２ ３０，１５８
Ｈ２６．９．２ ３０，１７９
Ｈ２７．９．２ ３０，２２３
Ｈ２８．９．２ ３０，９７０
Ｈ２９．９．１ ３０，９９９
Ｈ３０．９．１ ３１，０９３
Ｒ１．９．１ ３１，２８４
Ｒ２．９．１ ３１，４２０
Ｒ３．９．１ ３１，５７９
Ｒ４．９．１ ３１，６７４

５，７７８
６，７０１
７，８９８
９，２００
１２，０９３
１４，２４０
１５，１６１
１５，５８５
１６，２０３
１６，３３７
１６，４７３
１６，７１１
１６，８９５
１７，０４３
１７，１６４
１７，３１０
１７，４３２
１７，５４２
１７，６４５
１７，８９８
１８，０３１
１８，１５７
１８，３４７
１８，４７０
１８，６３７
１８，６４５
１８，７３２
１８，７３５
１８，６９６
１８，７２５
１８，７１３
１８，６６６
１８，６７８
１８，６３１
１８，６６９
１８，９００

５，８０５
７，２７７
８，６６７
９，７６０
１３，０５８
１４，９５７
１５，９０４
１５，９７２
１６，５２４
１６，５９３
１６，６９５
１６，８３３
１７，０７８
１７，２９０
１７，４１８
１７，５７５
１７，７０４
１７，８４２
１７，８０５
１８，０２８
１８，２０８
１８，３４９
１８，６０４
１８，９６８
１９，１８４
１９，１８４
１９，２５１
１９，２０７
１９，０２０
１８，９７７
１８，９８９
１８，９５０
１９，０２４
１９，０３５
１９，２５１
１９，４５７

１１，５８３
１３，９７８
１６，５６５
１８，９６０
２５，１５１
２９，１９７
３１，０６５
３１，５５７
３３，７２７
３２，９３０
３３，１６８
３３，５５４
３３，９７３
３４，３３３
３４，５８２
３４，８８５
３５，１３６
３５，３８４
３５，４５０
３５，９２６
３６，２３９
３６，５０６
３６，９５１
３７，４３８
３７，８２１
３７，８２９
３７，９８３
３７，９４２
３７，７１６
３７，７０２
３７，７０２
３７，６１６
３７，７０２
３７，６６６
３７，９２０
３８，３５７

１，８８０
２，５５７
３，５３５
４，４５８
６，２７０
８，３１７
９，１４７
９，７２８
１０，８６４
１１，０８４
１１，３２１
１１，５５４
１１，８３０
１２，０８３
１２，２３５
１２，４７８
１２，７３１
１２，８９２
１２，８７３
１３，２７６
１３，５３１
１３，７７６
１４，０５６
１４，１０９
１４，４３６
１４，５６２
１４，７７６
１４，８７７
１４，４７６
１４，５５６
１４，６７６
１４，８１１
１４，９６４
１５，１５９
１５，６７７
１６，４６６

昭和３０年
〃３５年
〃４０年
〃４５年
〃５０年
〃５５年
〃６０年
平成２年
〃 ７年
〃 ８年
〃 ９年
〃１０年
〃１１年
〃１２年
〃１３年
〃１４年
〃１５年
〃１６年
〃１７年
〃１８年
〃１９年
〃２０年
〃２１年
〃２２年
〃２３年
〃２４年
〃２５年
〃２６年
〃２７年
〃２８年
〃２９年
〃３０年
令和元年
〃 ２年
〃 ３年
〃 ４年

（世帯、常住人口は各年１０月１日、有権者数は欄に記載の日を基準日とする。）
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財 政
令和４年度 一 般 会 計 当初予算 １８，８３０，０００千円
令和４年度 特別・企業会計 当初予算 １１，４３３，３２３千円

合計 ３０，２６３，３２３千円

一般会計の内訳
構 成 比（％）予 算 額（千円）科 目

歳

入

６０．６１１，４０３，７４９村 税 ※
０．９１７３，９６３地 方 譲 与 税
０．０２，９３４利 子 割 交 付 金
０．１２１，４０２配 当 割 交 付 金
０．２３４，５６１株式等譲渡所得割交付金
０．４７２，８３０法 人 事 業 税 交 付 金
４．７８７８，０６８地 方 消 費 税 交 付 金
０．１１４，０７９環 境 性 能 割 交 付 金
０．２４１，９４２地 方 特 例 交 付 金
０．０２，０００地 方 交 付 税
０．０４，５００交通安全対策特別交付金
０．５９５，９７２分 担 金 及 び 負 担 金
０．８１５０，７１８使 用 料 及 び 手 数 料
１８．９３，５５８，０２４国 庫 支 出 金
６．１１，１５７，１４９県 支 出 金
０．２３６，７８７財 産 収 入
０．４８１，００１寄 附 金
２．５４７３，１４５繰 入 金
１．１２００，０００繰 越 金
１．０１８７，９７６諸 収 入
１．３２３９，２００村 債
１００．０１８，８３０，０００合 計

構 成 比（％）予 算 額（千円）科 目

歳

出

１．１１９９，４７６議 会 費
１６．１３，０２２，２３２総 務 費
３２．４６，１０８，７０９民 生 費
１１．６２，１８７，４４０衛 生 費
２．３４３４，８８１農 林 水 産 業 費
２．３４３８，９５８商 工 費
１４．１２，６４８，４１０土 木 費
３．６６８６，１５９消 防 費
１３．６２，５５２，７３１教 育 費
０．０５災 害 復 旧 費
１．７３２２，３３０公 債 費
０．９１７８，６６９諸 支 出 金
０．３５０，０００予 備 費
１００．０１８，８３０，０００合 計

特別・企業会計別内訳
当初予算額（千円）会計別
３，００２，０８７国民健康保険事業特別会計（事業勘定）

特

別

会

計

５６４，３６８後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
２，８０９，２８９保 険 事 業 勘 定介護保険事業特別会計 ７４介護サービス事業勘定
１０９，６８７東 海 駅 西 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計
１３，３４２東 海 駅 東 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計
６３３，９２１東 海 中 央 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計

７，１３２，７６８小 計
１，３４４，３２７水 道 事 業 会 計企

業
会
計

６３２，８６８病 院 事 業 会 計
２，３２３，３６０公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計
４，３００，５５５小 計
１１，４３３，３２３合 計
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原子力関係法人からの歳入（令和４年度決算額） （単位：千円、％）

割 合原子力関係法人全 体
３６．９２，９８３，１０９８，０８２，５６８固 定 資 産 税
５７．５３６３，０５８６３０，８８０都 市 計 画 税
９．１４０，８３８４４７，５４６法 人 村 民 税
－－３４０，８２０そ の 他

３５．６３，３８７，００５９，５０１，８１４合 計

財政力指数のうつりかわり
財政力指数（単年度）基準財政収入額（千円）基準財政需要額（千円）年 度

０．７７５７９０，３８８１，０１９，７４０昭和５０年
１．８４２４，８３９，３８０２，６２６，５６９〃６０年
１．５６４６，０２０，５１２３，８４８，９７２平成２年
１．５１８７，８４０，６０６５，１６３，７５４〃 ９年
１．６０８８，６８５，８７２５，４０１，１６１〃１４年
１．９６１９，８６０，５０８５，０２８，９２８〃１６年
１．８８７９，６８５，７０９５，１３３，２６９〃１７年
１．８４７９，６０７，０８５５，２０２，１１８〃１８年
１．８７４９，７２７，０６８５，１９１，４７１〃１９年
１．８３９９，７３６，５００５，２９５，４２２〃２０年
１．６３３８，８３５，９１２５，４１０，５４０〃２１年
１．５８９９，０９０，０４５５，７２１，５１２〃２２年
１．４４９８，６９５，６３０５，９９９，８３７〃２３年
１．３８６８，４９２，９０８６，１２５，７０５〃２４年
１．２５０７，８５８，０４８６，２８６，８３２〃２５年
１．５９４９，９４０，３２２６，２３７，７２８〃２６年
１．４８２９，３６５，４３３６，３１８，２１２〃２７年
１．４９９９，３７９，９１０６，２５７，７５７〃２８年
１．４１１８，８３６，７２１６，２６３，９３１〃２９年
１．４０７８，８５２，１３８６，２９０，５１７〃３０年
１．３８９８，５８３，８１４６，１８１，５０７令和元年
１．３３５８，７０７，５０４６，５２２，５３２〃 ２年
１．３６４９，４３５，５００６，９１６，１４６〃 ３年

Ｂ
Ａ

Ｃ
Ｂ

一般会計のうつりかわり（決算額） （単位：千円、％）

─×１００─×１００村 民 税固定資産税（Ｃ）村税（Ｂ）歳入（Ａ）年 度
５２．７５３．６５，３２８１０，０２５１９，０１８３５，４７０昭和３０年
６５．１６８．９３７，２０６１２５，４１２１９２，７６６２７９，７１９〃４０年
５７．３４２．９３３２，７８８６５０，６７５１，１３５，４０９２，６４７，８２８〃５０年
５９．９７４．１１，８５５，６０１３，７６１，２８４６，２７７，７８９８，４７３，６９０〃６０年
６２．４６９．１２，４７３，４６７５，１４５，０９８８，２４５，６６５１１，９３９，０５６平成２年
６０．０６９．３３，１９６，５６０６，１８９，６２２１０，３１７，９７２１４，８８９，９１２〃 ９年
６５．９５８．７２，３２２，７００６，５０５，７１７９，８６８，１９２１６，８０８，７３６〃１４年
７５．８７６．１２，１９９，９７９１０，０７６，３８０１３，２９２，１６１１７，４５９，３２１〃１６年
７５．９７５．０２，０９０，８８１９，８６６，５９３１２，９９６，９０２１７，３４０，４０４〃１７年
７２．７７１．１２，４７９，３７９９，２４５，７０８１２，７１６，８９３１７，８８０，１５６〃１８年
６７．５７３．８３，２８３，３５１８，９３２，３９７１３，２３１，１５６１７，９２６，８１９〃１９年
６９．４６８．１２，７７４，４２５８，６２１，１２０１２，４２４，８４４１８，２３６，２１０〃２０年
６７．４６０．９２，９８２，７３０８，１９８，３０３１２，１７０，６９８１９，９９６，４８２〃２１年
６８．７６７．８２，６６２，２０６８，０４１，４３３１１，７０４，８１６１７，２６３，７６１〃２２年
６７．２５７．５２，９４１，３１７８，１９３，１８５１２，１８７，４４５２１，１９３，６２２〃２３年
６６．６５０．９２，７６３，６６１７，３７４，０４０１１，０７７，２０８２１，７７９，６１５〃２４年
６６．１６０．７２，７５４，０５９７，２５０，０１８１０，９６１，６０８１８，０６９，８３１〃２５年
７２．５５８．６２，５８８，８５１９，３８６，０５７１２，９４２，４１５２２，０９６，３４５〃２６年
７０．２６０．１２，７３０，０４２８，７５２，４５７１２，４６０，０８３２０，７３６，３２０〃２７年
７０．２５５．０２，６００，６６３８，３８０，４９１１１，９４２，５７３２１，６９４，６３７〃２８年
６８．１６０．２２，７２９，９６１７，８５４，２６２１１，５４０，４０２１９，１８４，４９９〃２９年
６６．９５９．１２，７７４，４９９７，５２９，６９８１１，２６０，１４８１９，０４１，３３８〃３０年
６５．６５５．１２，８５８，５５３７，２９３，１８９１１，１２５，４６２２０，１７４，２７２令和元年
６３．９４４．１２，９８９，６６４７，０３５，４４６１１，００９，４３１２４，９６６，８９４〃 ２年
６７．６５７．４２，８６２，０２５８，０８２，５６８１１，９５０，０５５２０，８１７，７０４〃 ３年
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東海村組織機構図

令和４年４月１日現在
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敢 原子力事業所への対応
茨城県と東海村ほか隣接自治体等は、原子力施設周辺の安全を確保し、住民の健康保
護や地域の生活環境の保全を目的として、原子力事業所と「原子力施設周辺の安全確保
及び環境保全に関する協定」及び「原子力事業所に係る周辺市町村域の安全確保のため
の通報連絡等に関する協定」を結んでおり、原子力施設の新増設や安全確保のための措
置、立入調査、定期・随時の報告、事故・故障等の連絡などに関する各種規定を履行し
ています。詳しくは１３～１５ページをご覧ください。
柑 立入調査等の充実強化
原子力安全協定に基づき、事故やトラブルの未然防
止のため、平常時においても原子力の専門的知識・経
験を有する原子力専門技術者及び原子力施設安全調査
員とともに原子力施設への立入調査を行い、その活動
状況及び施設の運転・管理状況等を確認・調査してい
ます。
また、原子力事業所において事故・故障等が発生し
た場合にも迅速に立入調査を実施し、再発防止対策等
を含め、安全に係る広範な調査を行っています。
さらに、原子力災害対策特別措置法の対象事業所に
対しては、国、県とともに同法に基づく立入検査を行っ
ています。
＜立入調査・立入検査＞
① 平常時立入調査 令和３年２月～３月（村内１１
事業所・隣接２事業所を対象）
② 原子力施設の新増設・廃止、定期検査、火災、
安全確保等に係る立入調査
③ 原子力災害対策特別措置法に基づく立入調査

令和３年２月（日本原子力研究開発機構 原子
力科学研究所、核燃料サイクル工学研究所、ニュー
クリアデベロップメント株式会社）
令和３年３月（日本原子力発電㈱）

桓 通報連絡訓練の実施
原子力事業所における事故・故障等発生時の迅速かつ的確な初動体制及び確実な情報
伝達能力の向上を目的として、訓練の実施日時及び事故想定等を事業者に通知せず、抜
き打ちによる通報連絡訓練を行っています。
・対象事業所：村内１１事業所・隣接２事業所 令和３年７月～１１月

１ 安全確保への取組み

東海村の原子力安全行政

立入調査
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棺 事業所からの排水の監視
村内を横断埋設されている原子力事業所専用排水管の健全性確認及び住民の安全確保
と環境保全の観点から、排水管埋設箇所周辺の井戸水の水質検査及び排水口付近の海砂
のウラン分析を行っています。
また、排水管の健全性や排水の安全性を確保するため、年２回「東海村原子力施設排
水監視会」による確認を行っています。
さらに、県と村で各事業所の排水前の貯留槽の水を採取し、独自に分析して排水の安
全性を確認しています。
＜東海村原子力施設排水監視会＞
① 令和３年７月１日 監視会・総会（第１回）開催
１）会長及び副会長の選任について
２）令和２年度事業報告及び令和３年度事業計画
（案）について

３）水質検査の結果について
４）４社共同排水口近辺土砂中ウラン分析結果につ

いて
５） その他
② 令和３年１１月１８日 監視会（第２回）開催
１）専用排水管の健全性確認について
２）水質検査の結果について
３）４社共同排水口近辺土砂中ウラン分析結果につ

いて
４）排水に係る放射能測定器等について
５）その他

款 地域防災計画の改定及び原子力防災マニュアル（職員用）の見直し
東京電力福島第一原子力発電所事故後に、国において原子力防災に関する抜本的な見
直しを行い、原子力災害対策特別措置法の改定や原子力災害対策指針の策定・改定が行
われています。東海村では「東海村地域防災計画【原子力災害対策計画編】」を平成２６年
８月に改定し、東海村全域を含むPAZ圏内（原子力発電所から概ね５km圏内）の避難
を行うために東海村地域防災計画に基づいて広域避難計画の策定を行っています。さら
に、平成３１年４月に行った東海村地域防災計画の修正により、試験研究炉等の原子力災
害対策重点区域を設定し、令和３年５月に、屋内退避や避難・一時移転を定めた「試験
研究炉等における原子力災害に備えた東海村屋内退避及び避難誘導に関する基本方針」
を策定しました。
歓 広域避難訓練の実施
住民避難の実動を通じた東海村広域避難計画（案）に係る課題の検証や住民理解を図る
ため、原子力災害時における国、茨城県、関係市町村、原子力事業者防災業務関係者等
の協力の下、広域避難訓練を行っています。

排水監視会 事業所立入

海砂採取作業
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汗 自家用野菜等の放射性物質濃度測定について
福島第一原子力発電所事故による放射性物質の影響により、食品の中には放射性セシ
ウムが検出されているものがあります。国の定めた基準値を超えた食品等については、
市場に出回らないことになっていますが、家庭菜園などの自家用野菜、井戸水などにつ
いて、不安に感じている方もいるため、村では平成２３年１１月から簡易型放射能測定装置
（ベクレルモニター）による測定を行い測定結果をホームページ等で公表しています。
漢 空間線量率の測定について
福島第一原子力発電所事故の影響による空間線量率を把握するため、村内の公園・コ
ミュニティセンターで８９ヶ所、校庭・園庭等で２２ヶ所を測定し、ホームページなどで公
表しています。
令和４年度は下記のとおり測定しています。
１）公園・コミュニティセンターの放射線測定

公園やコミュニティセンターの計１４ヶ所で空間線量率の定期測定を行っています。

参加者主な実施場所訓練項目実施
年度

参加住民２４０人
村職員、訓練協力機
関関係者等約２５０人

東海村役場（災害対策本部）
村松コミュニティセンター（一時集合場所）
真崎コミュニティセンター（一時集合場所）

職員非常参集・災害対策本部運営訓練
住民広報活動訓練
住民避難活動訓練（地域住民）
交通規制、警戒警備訓練
自衛隊災害派遣訓練

H２９

参加住民１７１人
村職員、訓練協力機
関関係者等約２００人

東海村役場（災害対策本部）
東海村総合福祉センター「絆」（一時集合場
所）
取手市立藤代南中学校（避難所）
取手市役所藤代庁舎（東海村現地災害対策
本部）

職員非常参集・災害対策本部運営訓練
住民広報活動訓練
住民避難活動訓練（地域住民、避難行動要
支援者）
避難所開設、運営訓練
現地災害対策本部設置・運営訓練
交通規制、警戒警備訓練
自衛隊災害派遣訓練

H３０

参加住民２５０人
村職員、訓練協力機
関関係者等約２００人

東海村役場（災害対策本部）
石神コミュニティセンター（一時集合場所）
中丸コミュニティセンター（一時集合場所）
石神小学校
村松小学校
つくばみらい市谷和原公民館（避難所）
みらい平コミュニティセンター（避難所）
取手市役所藤代庁舎（東海村現地災害対策
本部）

職員非常参集・災害対策本部運営訓練
住民広報活動訓練
住民避難活動訓練（地域住民、避難行動要
支援者、児童・保護者）
避難所開設、運営訓練
現地災害対策本部設置・運営訓練
交通規制、警戒警備訓練
自衛隊災害派遣訓練
安定ヨウ素剤緊急時配布訓練

R１

参加住民２８５名
村職員、訓練協力機
関関係者等約２００名

東海村役場（災害対策本部）
白方コミュニティセンター（一時集合場所）
東海文化センター（一時集合場所）
白方小学校
常総地方広域市町村圏事務組合常総運動公
園（避難所）
取手市役所藤代庁舎（東海村現地災害対策
本部）

職員非常参集・災害対策本部運営訓練
住民広報活動訓練
住民避難活動訓練（地域住民、避難行動要支
援者、児童・保護者・グループホーム入所者）
避難所開設、運営訓練
現地災害対策本部設置・運営訓練
交通規制、警戒警備訓練
自衛隊災害派遣訓練
安定ヨウ素剤緊急時配布訓練

R４

災害対策本部会議の様子 避難所での引き渡しの様子一時集合場所での受付の様子
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２）校庭・園庭の放射線測定
学校の校庭や幼稚園・保育所（園）の園庭の計２１ヶ所で空間線量率の定期測定を行っ
ています。

澗 放射線測定器の貸出しについて
福島第一原子力発電所事故の影響により、自宅等の放射線量を知りたい方のために、
村では放射線測定器（γ線量率測定用のHORIBAPA-１０００）の貸出しを行っています。
なお、貸出しに当たっては測定結果を提出していただいています。いただいた結果は

取りまとめのうえ、ホームページ等で公表しています。
潅 除染計画に基づく除染の実施について
福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の放出を受け、村では、「平成２３年３月１１
日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性
物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」に基づき東海村除染計画を策定し、
公園等の除染を平成２５年度に、公園内等の局所的汚染がある箇所の除染を平成２６年度に
行い、除去土壌はそれぞれ公園等に保管しました。
平成３０年度には、環境省と本村とで「除去土壌の埋立処分の実証事業に係る協定書」
を締結した後、東海村内で保管中の除去土壌の処分に向けて、埋め立て処分に伴う作業
者や周辺環境への影響等を確認し、円滑に除去土壌を処分することを目的として、本村
と国立研究開発法人日本原子力研究開発機構とで委託契約を締結し、除去土壌の移設、
埋め立て等実施場所の造設、埋め立て及び空間線量率測定に係る実証事業と、併せて草
木類の除染廃棄物や遮へい土のう等の移設・保管等を全て完了しました。
その後、平成３１年度から令和４年度については、引き続き、国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構と委託契約を締結し、実証事業実施場所の保全や空間線量率等の測定
と併せて、除染廃棄物・遮へい土のう等を継続して保管するとともに、除染廃棄物等保
管場所周辺の空間線量率測定を行っており、本事業の実施状況及び実施場所の環境モニ
タリング結果は環境省のホームページで公開しています。
また、除染廃棄物の処分方法に係る本村、環境省、国立研究開発法人日本原子力研究
開発機構との検討、協議を進め、令和４年度に国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構と委託契約を締結し、実証事業としてサンプル調査（性状分析、溶出、収着特性試験
等）及び一部分別作業を実施しました。

敢 環境放射線の確認
「茨城県東海地区環境放射線監視委員会」が定めた監視計画に基づき、茨城県が行って
いる東海・大洗地区の放射線量及び農水畜産物、土壌等の放射性物質の測定・分析値を
常に確認し、周辺地域の放射線量及び環境等への影響の有無の把握に努めています。
柑 放射線測定装置及び表示装置の設置
非常時等への迅速・的確な対応を図るために、平常時から茨城県が設置した村内７ヶ
所の放射線測定局で測定している環境中の放射線量率や風向・風速等について把握し、
記録を保管しています。

２ 環境放射線の確認
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放射線測定局で測定した環境放射線量率の表示局とし
て、役場及び原子力科学館に大型モニタを設置し、環境
放射線監視状況を表示するとともに、村内各コミュニ
ティセンターに設置されたモニタにも測定局毎の環境放
射線量率を表示することで、住民目線での放射線監視の
一助としています。

茨城県から交付されている「広報・調査等交付金」等を活用して各種事業を行っています。
敢 東海村原子力安全対策懇談会
ＪＣＯ臨界事故後の平成１２年に設置。学識経験者、実務経験者及び住民代表からなる
最大１５人の委員で構成され、原子力施設の安全対策及び防災対策に関して検討協議し、
必要に応じて助言・提言を受けています。
＜令和３年度の調査・検討事項＞
①第１回開催（令和３年８月５日）
１）原子力事業所における令和３年度の事業計画概要について（原子力科学研究所
（J-PARCを含む）、核燃料サイクル工学研究所、日本原子力発電㈱）

２）三菱原子燃料㈱における新規制基準対応について
３）「試験研究炉等における原子力災害に備えた東海村屋内退避及び避難誘導計画

に係る基本方針」について
４）その他

柑 環境放射線監視結果の広報
① ホームページによる広報

村内に設置しているモニタリングステーション等における放射線の測定結果をまと
め、村のホームページ上で公開しています。
※ WEBサイト「東海村の原子力」https://www.vill.tokai.ibaraki.jp/section/gensiryoku/

② 放射線量表示装置の設置
１）役場エントランス

多数の村民が出入りする役場エン
トランスに環境放射線監視データ表
示装置を設置し、平常時の村内の放
射線量の測定値を表示しています。
２）村内各小中学校

村内の各小中学校に放射線測定器
付き放射線量表示装置を設置し、そ
の地点での環境放射線を測定・表示
することで、小中学校で児童・生徒
の原子力・放射線への関心を高める
ように努めています。

３ 原子力広報・広聴

放射線量表示装置
（各小中学校）

環境放射線監視データ
表示装置（役場）

放射線測定局
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桓 原子力及び防災資料の作成配布
① 「東海村の原子力」（本誌）の発行

東海村の概要、本村原子力行政のあらまし、
村内所在原子力事業所・展示館の概要等を掲載
しています。
② 広報・防災資料の作成配布

原子力災害に備えるための「原子力広報・防
災マップ」「原子力緊急時の対応（日英中韓４ヶ
国語）」「ＪＣＯ臨界事故展示」等の広報・防災
資料を作成・配布し、防災意識の啓発及び広報
に努めています。
③ 原子力関連図書・ビデオ配備

原子力に関する新刊図書や雑誌・新聞等を購
入し、図書館・コミュニティセンター・役場等
公共施設に配備して、閲覧に供し、村民が最新
の原子力情報に接する機会を設けています。

棺 ホームページによる広報
「東海村の原子力」を開設し、原子力に関する次のような情報を提供しています。
原子力関係事業所／原子力事業所の事業計画概要／原子力施設の展示館／環境放射線
監視について／原子力に関する各種協定／原子力事故が起こったら……／パンフレット
／ForForeignResidents／など

款 原子力防災視察者への広報
年数回、原子力防災の先進地研修先として東海村に来訪する国内各地の市町村議会議

員や市町村職員等に対し、東海村の原子力防災活動の現状を説明し、参考に供しています。

敢 職員研修等
村職員等に対する原子力基礎研修や専門研修等の機会を設け、必要な知識の修得と資
質の向上を図っています。
① 新規採用職員原子力基礎研修（原子力災害と防災対策／原子力施設の安全対策／
原子力施設見学）
② 原子力防災専門研修（危機管理／原子力広報／放射線管理等）
③ 原子力防災訓練・新規制基準適合視察研修（原子力防災訓練の視察研修、新規制
基準適合審査施設の視察研修）

柑 講習会・研修会等への講師派遣
① 東海村まちづくり出前講座「原子力講座」
桓 原子力防災教育
① 原子力防災訓練時の防災教育
② 村内各小中学校設置の放射線量表示装置の設置

４ 原子力教育

各種広報・防災資料
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平成１７年度に村内各小中学校設置の放射線量表示装置に、子どもたちが楽しみなが
ら原子力やエネルギー・防災等に関する正しい知識を学習できるようパソコンを接続
し、クイズ形式の学習ソフトを組み込みました。原子力学習ソフトとしてCD化もし
ています。

敢 非常用通信機器の整備
原子力災害等緊急時における国・茨城県・茨城県原子力オフサイトセンター等との情
報交換・共有等の連絡を迅速・円滑に行うため、「統合原子力防災ネットワーク」の「地
域系ネットワーク」を整備・運用しています。
柑 福祉情報システムと東海村防災情報ネットワークシステムの整備
避難行動要支援者等や外国人を含む住民データを毎月更新し、災害応急対策実施時に
おける住民情報の迅速な把握と、防災活動の地域拠点であるコミュニティセンターへの
情報配信を行う２つのシステムを構築し、日常から運用しています。
桓 放射線測定機器の維持管理
原子力災害時における周辺住民等に対する防護対策を決定する際に必要な周辺環境に
おける放射性物質や放射線に関する情報を迅速に得られるよう、放射線測定機器の性能
の維持を図っています。
棺 安定ヨウ素剤の確保・配布
原子力災害対策特別措置法で定める原子力災害対策指針に基づいて、原子力災害時に
放出が予想される放射性ヨウ素による内部被ばく（甲状腺被ばく）を低減させる効果の
ある安定ヨウ素剤（医療用医薬品、更新時期は丸薬５年、ゼリー剤３年毎）を、茨城県
が東海村や医療機関と連携して事前説明（服用時期や副作用等）し、各個人に配布する
ことにしています。また、安定ヨウ素剤は、東海村総合福祉センター「絆」（ヨウ化カリ
ウム丸薬（１４６，０００丸）、ヨウ化カリウム内服ゼリー（１６．３mg１，１６０包、３２．５mg２，１００
包）、ヨウ化カリウム粉末（５００g））と村内公共施設（ヨウ化カリウム丸薬２４，０００丸）に
保管・管理しています。
東海村在住の希望者を対象に平成２７年１０月から安定ヨウ素剤の事前配布説明会と配布
会を開始し、平成３０年９月末にヨウ化カリウム丸薬の使用期限を迎えたことから、丸薬
の更新及び３歳未満児向けに新しく開発されたゼリー状安定ヨウ素剤の配布を行いまし
た。原子力災害対策指針の改
正により、東海村でも令和２
年１１月から薬局での安定ヨウ
素剤の配付が受けられるよう
になりました。令和３年３月
現在の配布率は約４５．５％でし
た。

５ 防災資機材の整備

安定ヨウ素剤の配布会 アレルギー等のチェック
シートと安定ヨウ素剤
（左：ゼリー状、右：丸薬）
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原子力安全協定

茨城県、東海村等の原子力施設所在市町村及び隣接市町村と原子力事業者間において、原

子力施設周辺の安全確保と住民の健康保護及び地域の生活環境を保全することを目的とし

て、以下のとおり「原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定」（原子力安全協

定）を締結しています。

原子力安全協定等の締結範囲一覧

通報連絡協定

（隣々接市町村）

原子力安全協定
主 要 ４ 事 業 所

（隣接市町村）（所在市町村）

水戸市、
常陸大宮市、
大洗町、
城里町

日立市、
常陸太田市、
ひたちなか市、
那珂市

東海村

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
（
原
災
法
）
対
象
事
業
所

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

日本原子力発電㈱ 東海・東海第二発電所

東海村、笠間市、
那珂市、小美玉市、
城里町

水戸市、
ひたちなか市、
茨城町

大洗町
鉾田市

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
大洗研究所

（10㎞圏内市町村）（隣接市町村）（所在市町村）主要４事業所を除く

水戸市、
常陸大宮市

日立市、
常陸太田市、
ひたちなか市、
那珂市

東海村

MHI原子力研究開発㈱

国立大学法人東京大学大学院
工学系研究科原子力専攻

原子燃料工業㈱東海事業所

（公財）核物質管理センター東海保障措置センター

常陸大宮市

水戸市、日立市、
常陸太田市、
ひたちなか市、
城里町

東海村
那珂市

三菱原子燃料㈱

（10㎞圏内市町村）（隣接市町村）（所在市町村）その他の事業所

原
災
法

非
対
象
事
業
所

水戸市、
常陸大宮市

日立市、
常陸太田市、
ひたちなか市、
那珂市

東海村㈱ジェー・シー・オー 東海事業所

東海村（三菱マテリアル
のみ）、水戸市、
日立市、常陸太田市、
ひたちなか市、常陸大宮
市、那珂市（三菱マテリ
アル、機構那珂を除く）

東海村
積水メディカル㈱ 創薬支援センター

日本照射サービス㈱東海センター

那珂市三菱マテリアル㈱エネルギー事業センター那珂エネルギー開発研究所

那珂市
東海村（隣接）

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
那珂研究所

（東海村関係のみ）

１－１ 原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定
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◎協定の内容

○放射性物質の環境中放出量規制……排気、排水中の放射性物質濃度及び放出量について

管理の目標値を取り決めて規制しています。

○新増設等計画……原子力施設の新設・増設等については、県及び東海村等の所在市町村

の事前了解を必要としています。

○立入調査……必要に応じて施設へ立入調査を行います。

○安全上の措置……立入調査の結果、又は災害を防止するために必要と認めたときは、施

設の使用停止や改善を求めます。

○連絡の義務……各事業所において事故や故障等があった場合、迅速に県や東海村等への

通報連絡が義務付けられています。

○防災対策……原子力事業所は、防災体制の充実強化を図るとともに、地域の原子力防災

対策に積極的に協力することになっています。

原子力安全協定の円滑な推進を図ることを目的に、種々の細目などについて協議します。

協議会会員は、茨城県知事、協定当事者市町村の長、協定当事者現地事業所の長で、事業計

画の決定等について協議しています。

１－２ 原子力安全協定推進協議会

東海村と周辺５市（日立市・ひたちなか市・常陸太田市・那珂市・水戸市）と日本原子力

発電㈱において、東海第二発電所の新規制基準適合に伴う稼働及び延長運転に関し、原子力

発電所周辺の安全を確保し、もって地域の住民の健康を保護するとともに地域の生活環境を

保全することを目的に、茨城県を立会人として、以下のとおり「日本原子力発電株式会社東

海第二発電所の新規制基準適合に伴う稼働及び延長運転に係る原子力発電所周辺の安全確保

及び環境保全に関する協定」（新協定）を締結しています。

◎協定の内容

○事前説明及び意見交換……東海第二発電所の新規制基準適合に伴い原子力発電所を稼働

及び延長運転をしようとするときは、事前に東海村及び周辺５市へ丁寧に説明すること

としています。

○協議会の開催……東海村及び周辺５市は、原子力発電所周辺の安全を確保するため必要

があると認めるときは、合意形成を図るための協議会の開催を日本原子力発電㈱に対し

いつでも求めることができ、日本原子力発電㈱はそれに応じなければならないものとし

ています。

○現地確認……東海村及び周辺５市は、原子力発電所周辺の安全を確保するため必要があ

ると認めるときは、日本原子力発電㈱に対し発電所の現地確認をさせることを求めるこ

とができるものとしています。

２ 日本原子力発電株式会社東海第二発電所の新規制基準適合に伴う稼働及び延長運転
に係る原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定
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○実質的事前了解……日本原子力発電㈱が新規制基準適合に伴う稼働及び延長運転をしよ

うとするときは、東海村及び周辺５市による意見の提起及び回答の要求並びに日本原子

力発電㈱による回答の義務、東海村及び周辺５市による現地確認の実施、協議会におけ

る協議並びに東海村及び周辺５市による追加の安全対策の要求と日本原子力発電㈱によ

る適切な対応義務を通じた事前協議により実質的に東海村及び周辺５市の事前了解を得

る仕組みとしています。

原子力施設周辺市町村域の安全を確保するために必要な通報連絡等に関して、以下のとお

り通報連絡協定を締結しており、事故・故障等の発生時には、事業所から迅速な通報連絡が

行われるよう義務付けられています。

通報連絡協定

原 子 力 事 業 所範 囲立 会 人

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
大洗研究所

東 海 村茨 城 県
三菱マテリアル㈱エネルギー事業センター
那珂エネルギー開発研究所

（東海村関係のみ）

◎協定内容

○異常時における連絡通報……法令に定める値を超えた従事者被ばく又は環境への放射性

物質の異常放出があったときや、施設において事故・故障等があったとき等に、その都

度連絡を受けることになっています。

○立入調査の同行……茨城県や立地市町村（大洗町、那珂市、鉾田市）が行う立入調査に

ついて同行することができるようになっています。
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○核爆発実験による環境放射能の影響調査
○原子力施設周辺における環境放射能の監視
農産物、牛乳、井戸水、海水、海底土、魚介類等中の放射
能の測定
測定局６３ヶ所（村内７ヶ所：石神・豊岡・舟石川・押延・
村松・三菱原燃・原燃工）等による空間線量率の測定（風
向、風速、降水量などの気象状況も測定）
○企業排水の放射能濃度測定
○年間を通じ定期的に測定し、３ヶ月毎に中間報告（公表）
　
 
○原子炉等規制法及び放射線障害防止法並びに茨城県東海地区環境放射線監視委員会が定
めた監視計画に基づき、放射能（線）の測定、排気、排水中の放射能の常時測定
空間ガンマ線量率の連続測定　７３局（茨城県測定６３局）

　
 
○県・市町村・各種団体・学識経験者を構成メンバーとする（２９名）
○放射線監視計画の策定、監視結果の検討と評価
３ヶ月毎に監視季報として公表
○下部組織……調査部会・企画部会・評価部会（評価部会には地区の代表者が参画）
　○監視内容
　　敢　線量推定評価
　　　　原子力施設周辺の積算線量、環境試料中放射能、原子力施設の排気・排水中の放射

能から被ばく線量を推定し、線量限度を十分下回っているかを確認
　　柑　短期的変動調査
　　　　線量率、環境試料中の放射性核種を測定し、原子力施設から異常に放出されたかど

うかを確認
　　桓　長期的変動調査
　　　　積算線量及び土壌・河川水等の環境試料中の放射性核種を測定し、放射性物質が蓄

積していないか、他の地域と傾向が異なっていないかを確認

１　茨城県環境放射線監視センター（平成１９年４月改組）

２　各原子力事業所

３　茨城県東海地区環境放射線監視委員会（昭和４６年１０月発足）

放射線等の監視体制

茨城県環境放射線監視センター

事業所設置の村内モニタリングステーション・モニタリングポスト等
（茨城県東海地区　環境放射線監視季報等より）

日本原子力発電㈱原子力機構
サイクル工研

原子力機構
原科研モニタリング機器

２４２モニタリングステーション
５５５モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト
１０（１）１７（１）１６（１）積 算 線 量 （ 設 置 箇 所 ）
１１１モ ニ タ リ ン グ カ ー

注：（　）は、重複地点数（外数）を示す｡
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　臨界事故を受け、国では法律の制定や改正により「加工施設への定期検査の実施」や「従
業員への保安教育の義務化」などの対策を実施しました。そのほか、安全を維持するために
各方面に安全管理を徹底させ、安全に対する信頼性の確保に努めてきました。
［当時の体制］
■　原子炉等規制法の改正
・核燃料加工事業者に施設定期検査を実施
・内部申告の制度化
・原子力保安検査官の配備
・従業員保安教育の義務化
・防災訓練の義務化
■　放射線監視体制の強化
■　原子力安全・保安院の設置（東海・大洗原子力保安検査官事務所の設置）
・原子力保安検査官、原子力防災専門官及び火災対策専門官の配備
■　（独）原子力安全基盤機構の設置（平成２６年３月に、原子力規制委員会と統合）
■　原子力安全地域広報官の設置
■　品質保証体制の推進
■　原子力施設安全調査員制度の創設

 　
　万一の事故に備えるためには、必要不可欠な防護策や正しい知識を普及させ、緊急時には
正確な情報に基づき住民保護を行うことが重要です。そのためにＪＣＯ臨界事故後、次のよ
うな体制が整備されています。
■　原子力災害対策特別措置法の制定
・迅速な初動と国県市町村の連携の確保
・緊急時体制の強化（原子力専門官の配備等）

　　・事業者責務の明確化（通報義務の明確化、防災管理者設置と
防災業務計画の策定義務）
・原子力防災管理者の通報すべき事象の強化　など
■　オフサイトセンター、原子力緊急時支援・研修センターの設置
■　原子力災害時の相互応援に関する協定（原子力施設所在１４道府県）
■　抜き打ちによる通報連絡訓練の実施
■　原子力安全協定等の締結範囲の拡大
■　防災情報ネットワークの構築
■　東海NOAH協定（NSネット）の締結
■　防災訓練の継続実施
■　防災資機材の整備
・通信・情報提供器材の整備（防災行政無線戸別受信機の増
設など）
・放射線測定器類の配備
・安定ヨウ素剤の配備など
■　緊急被ばく医療体制の強化
・放射線検査センターの整備
・緊急被ばく医療訓練の実施など
■　原子力・防災広報の拡充
・各種の原子力・防災資料、教材の作成配付

１　事故を未然に防ぎ、安全を確保するために

２　被害を最小限にするために

ＪＣＯ臨界事故後の防災対策

安定ヨウ素剤

オフサイトセンター

通報連絡訓練
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　わが国の原子力防災対策は、次のような体系に基づき関係機関において必要な対策が講じ
られています。
①　災害対策基本法（令和３年５月２０日改正）（防災に関する法律）
②　原子力災害対策特別措置法（令和３年５月２０日改正）（災害対策基本法の特別法）
③　防災基本計画「原子力災害対策編」（令和４年６月１７日修正）（中央防災会議策定）
④　原子力災害対策指針（令和４年７月６日一部改正）（原子力規制委員会決定）
⑤　東海村地域防災計画「原子力災害対策計画編」（令和４年４月修正）

　福島第一原子力発電所事故後、原子力発電所等の原子力施設については、「核原料物資、核
燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」を改正し、新規制基準として、「地震や津波に対す
る耐性強化」「著しい炉心損傷防止として非常用電源及び炉心冷却系強化」「格納容器破損防
止」「放射性物質の放出抑制、放出緩和」などが強化されました。
　ＪＣＯ臨界事故及び福島第一原子力発電所事故後に制定・改正された原子力災害対策特別
措置法は、原子力災害予防対策、緊急事態応急対策及び原子力災害事故後対策の実施に必要
な措置の強化が図られました。国の責務として「原子力緊急事態宣言」、「緊急事態応急対策
等拠点施設の設置」、「原子力災害対策本部の設置」、「原子力緊急事態解除宣言」、「原子力防
災専門官の配備」などを規定しています。
　市町村長は、原子力災害事後対策実施区域において放射性物質による環境汚染が著しいと
認められた場合は、避難のための立退き、屋内への退避等を勧告指示することができ、また
原子力事業者からの報告徴収、事業所への立入検査の権限を付与しています。
　茨城県や東海村では、知事や村長が必要と認めるときは村内原子力事業所に立ち入り、原
子力施設の安全性、防災に関する関係書類や整備状況、防災活動に必要な資機材の維持管理
状況等を検査し、防災対策が確実に実施・推進されているかを確認しています。

原子力防災の法体系

防災対策を重点的に充実すべき区域

30km

5km

PAZ：予防的防護措置を準備する区域（Precautionary Action Zone）
　急速に進展する事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するため、EAL（緊急時活動レベル）に応じて、即時避難を実施する等、放射
性物質の環境への放出前の段階から予防的に防護措置を準備する区域をいう。実用発電用原子炉施設から概ね半径 ５ kmの圏内を目安とする。

UPZ：緊急時防護措置を準備する区域（Urgent Protective Action Planning Zone）
　確率的影響のリスクを最小限に抑えるため、EAL（緊急時活動レベル）、OIL（運用上の介入レベル）に基づき、緊急時防護措置を準備する区域をい
う。実用発電用原子炉施設から概ね半径３０kmの圏内を目安とする。



－19－

　原子力施設の緊急事態への対応は、準備段階、初期対応段階、中期対応段階、復旧段階に
区分されます。準備段階では、国、地方自治体等が行動計画を策定し関係者に周知します。
初期対応段階では、緊急事態の区分を決定し迅速な緊急時防護措置等の対応を行います。中
期対応段階では、環境放射線モニタリングや解析により放射線状況を把握し防護措置の検討・
実施を行います。復旧段階では、被災した地域の長期的な復旧策の計画に基づき、通常の社
会・経済的活動への復帰支援を行います。
　もし原子力施設に異常事象の発生又はそのおそれがある場合は、①「警戒事態」対応とし
て、実用発電用原子炉施設から約 ５ km圏内（PAZ）で防護措置の準備を開始します。国、村
等は情報収集や緊急時モニタリングの準備、施設敷地緊急事態要避難者 （＊１ ）の避難等の準備を
開始します。さらに事態が悪化し放射線の影響を受ける可能性が明確になったら、②「施設
敷地緊急事態」として ５ km圏内（PAZ内）の市町村に対して、施設敷地緊急事態要避難者は
避難を実施し、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民は避難の準備（避難先、輸送手段の確
保等）を行い、UPZを含む地方公共団体では屋内退避の準備を行います。さらに事故が深刻
になったら、内閣総理大臣は、③「全面緊急事態」を発出し、遅滞なく、PAZ内の住民を対
象に避難実施や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を行い、UPZを含む地方公共団体で
は屋内退避を行います。
　事故の対応としては、緊急事態応急対策拠点施設（オフサイトセンター）において、国・
県・市町村等の関係者により原子力災害合同対策協議会が組織され、災害の拡大防止と早期
終息を目指します。（概要図参照）

原子力災害時の体制と対応

上席放射線防災専門官

原子力緊急事態における応急対策のしくみ

＊１：避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者（高齢者、障がい者、乳
幼児その他の特に配慮を要する者をいう。）、安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な者
のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な者をいう。（原子力災害対策指針より）
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　どの緊急事態区分に該当するかを事業者が判断するための具体的な基準（原子炉等の異常
状態、事業所境界の放射線量等）として、「緊急時活動レベル」（EAL）があります。また、
防護措置を実施するための具体的な基準値として、空間放射線量率や環境試料中の放射能濃
度等を設定しています。これを「運用上の介入レベル」（OIL）として以下のとおり設定して
います。

屋内退避、避難等に係る指標

飲食物摂取制限
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　全面緊急事態における防護活動措置については、以下のとおり国や自治体の指示により、
避難や屋内退避などを行います。

全面緊急事態における防護活動措置実施の手順

1 500 Sv/h

  

5km5km
PAZPAZ     

5 30km30km  
UPZUPZ     

1
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（参考：東海村地域防災計画　茨城県地域防災計画　茨城県広域避難計画等）

原子力災害時にとるべき基本行動
－屋内退避、避難等のとき－

　原子力災害とは、原子力施設の事故等に起因する放射性物質又は放射線の異常な放出によ
り生じる被害を表します。
　国では、原子力施設外における放射性物質又は放射線量が水準を超えた場合、原子力緊急
事態として屋内退避や避難、飲食物摂取制限・出荷制限等の緊急事態応急対策をとります。

原子力緊急事態の区分
　①　警戒事態
　　　　公衆への放射線による影響やその恐れが緊急のものではないが、原子力施設で異常

事象の発生などのおそれがあるため、情報の収集や緊急時モニタリング及び施設敷地
緊急事態要避難者の避難などの防護措置の準備を開始する必要がある段階。

　②　施設敷地緊急事態
　　　　原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象が生じた

ため、緊急時に備えた避難等の防護措置の準備を開始する必要がある段階。
　③　全面緊急事態
　　　　原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じた

ため、確定的影響を回避し、確率的影響のリスクを低減するため、迅速な防護措置を
実施する必要がある段階。

　上記のほか、東海村で震度５弱又は震度５強の地震が発生した場合は、「情報収集事態」と
して、村の連絡体制の確立など必要な体制をとり、原子力施設から詳細な情報収集や状況を
確認します。

原子力災害対策重点区域
　原子力災害が発生した場合、様々な状況を踏まえ、住民等に対する被ばくの防護措置を短
期間で効率的に行うためには、施設の特性を考慮してその影響の及ぶ可能性がある区域を定
めた上で、原子力災害に特有な対策を重点的に講じておく区域として、原子力災害対策重点
区域が定められています。
　①　予防的防護措置を準備する区域

　（「PAZ」という。Precautionary Action Zone）
　放射線被ばくによる急性障害等の身体的影響を回避するため、即時避難する区域で、
放射性物質の環境への放出前から予防的に防護措置を準備する区域を示します。
　この区域範囲は、実用発電用原子炉施設から概ね半径 ５ kmを目安とし、東海村の
全域が該当します。
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　②　緊急時防護措置を準備する区域
　（「UPZ」という。Urgent Protective Action Planning Zone）
　放射線によるがん等のリスクを最小限に抑えるため、緊急時防護措置を準備する区
域を示します。この区域範囲は、実用発電用原子炉施設の場合、概ね３０kmを目安とし
ています。また、その他の原子力施設については、施設の種類などにより以下に示す
範囲となります。

原子力災害対策重点区域

所在市村災害対策重点区域原災法対象の原子力事業所名

東海村 PA Z　約　５km
UPZ　約３０km日本原子力発電㈱

東海村UPZ　約　５km国立研究開発法人日本原子力研究開発機構　核燃料サイクル工学研究所
東海村UPZ　約　５km国立研究開発法人日本原子力研究開発機構　原子力科学研究所（JRR ー３）
東海村－（公財）核物質管理センター　東海保障措置センター
東海村UPZ　約５００m原子燃料工業㈱　東海事業所

東海村、那珂市UPZ　約　１km三菱原子燃料㈱
東海村－MHI 原子力研究開発㈱
東海村－国立大学法人東京大学大学院　工学系研究科　原子力専攻
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１　原子力発電所の場合の対応
　敢　住民の対応
①　警戒事態発生時は、国の指示又は東海村独自の判断により、
PAZ内の施設敷地緊急事態要避難者等は、予防的防護措置と
しての避難準備を行います。
②　施設敷地緊急事態発生時は、国の指示又は東海村独自の判
断により、PAZ内における一般の村民は避難準備（避難先、
避難手段の確保等）を行い、施設敷地緊急事態要避難者は基本的に村職員の支援により
避難します。
③　全面緊急事態に至り内閣総理大臣が「原子力緊急事態宣言」を発出した場合は、PAZ
内の避難実施及び安定ヨウ素剤の予防服用等の予防的防護措置について指示がでます。

　柑　行政の対応
　①　村からの情報発信は、防災行政無線や緊急速報メール、各コミュニティセンターや東

海駅に備え付けの防災情報ネットワークシステム、村公式ホームページ、村公式ツイッ
ター・フェイスブック・LINE、Yahoo! 防災、広報車、テレビ、ラ
ジオなど複数の手段を用いて行います。
②　村は住民等の避難誘導に当たって、県と協力し避難や避難退域時
検査（放射性物質の汚染検査）の場所、災害の概要等の情報を提供
します。
③　避難指示等を行った場合は、村は県と協力し、戸別訪問、避難所及び避難状況の確認
などを行います。
④　東海村の区域を越えて避難をする必要が生じた場合は、国の協力を得て、県が受入先
の市町村に災害救助の実施に協力するように指示します。

　
２　試験研究用原子炉、加工施設及び再処理施設の場合の対応
　試験研究用原子炉施設、加工施設等の原子力災害対策重点区域は、前頁の「原子力災害対
策重点区域」に示すように事業所ごとに異なり、UPZとして５００m～５ kmが設定されています。
　敢　住民の対応
　①　警戒事態発生時は、直ちに防護措置の準備などを行う必要はありませんが、国や村か

らの情報に注意してください。
　②　施設敷地緊急事態発生時は、引き続き国や村からの情報に注意するとともに、UPZ内

住民の屋内退避の準備を行います。
　③　全面緊急事態に至った場合、UPZ内住民の屋内退避を行うとともに、空間放射線の状

況に応じて避難、一時移転について指示が出されます。
　柑　行政の対応
　基本的に「原子力発電所の場合の対応」に準じた対応となります。

３　その他の原子力災害対策重点区域が設定されていない原子力施設の場合の対応
　原子力災害対策重点区域が設定されていない原子力施設において災害が発生した場合、基
本的に実動を伴う対応は必要ありませんが、国や村からの情報に注意してください。

避難・屋内退避等の防護措置の実施
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　緊急時活動レベルに基づき、以下のようにPAZ圏内（東海村全域）の方は、放射性物質の
放出開始前から避難を準備し避難行動を開始します。

警戒事態、施設敷地緊急事態、全面緊急事態になった場合の行動

行　政一般村民
施設敷地
緊急事態
要避難者

事態の具体例緊急事態区分

原子力施設の情報収
集と村民への広報、
緊急時モニタリング
の初動対応など

情報収集避難準備

・村内において、震度　６　弱以上の
地震が発生

・村の沿岸を含む津波予報区にお
いて、３ mを超える大津波警報
が発表

・原子炉への全ての給水機能が喪失
 等　

警戒事態
E A L（AL）

（必要に応じ災害対策本部
を設置、情報収集、防護
措置の準備）

広報、要配慮者等の
支援、緊急時モニタ
リングの実施など

避難準備避難

・運転中に原子炉冷却材の漏えい
が発生し、非常用炉心冷却装置
等による注水が直ちにできない

・運転中にすべての注水機能が喪
失し、非常用炉心冷却装置によ
る注水が直ちにできない

・火災又は溢水が発生し安全機器
等の機能の一部が喪失

 等　

施設敷地緊急事態
E A L（SE）

（原災法１０条該当事象）

広報、避難者の支援、
安定ヨウ素剤の服用
指示、緊急時モニタ
リングの実施継続な
ど

避難
　

（ 指 定された
避難場所へ自
家用車、バス
等により移動）

―

・原子炉の非常停止が必要な場合
で制御棒の挿入により原子炉を
停止することができない又は停
止を確認できない

・非常用炉心冷却装置の作動を必
要とする原子炉冷却材の漏えい
が発生した場合に全ての非常用
炉心冷却装置等による注水が直
ちにできないこと

・炉心の損傷の発生を示す原子炉
格納容器内の放射線量を検知

・敷地境界の放射線量が　５μ Sv/h
が二地点以上又は１０分間以上継
続して検出

 等　

全面緊急事態
E A L（GE）

（原災法１５条該当事象）

香
紅

高
高

香
紅

高
高

香
紅

高
高

緊急時の医療活動
　原子力事故等の緊急時には、県内の医療機関において、特別な医療体制で医療救護を行い
ます。
①　緊急時に設置される救護所では、応急診断、スクリーニングを行います。
②　体調不良、負傷等の人は、健康相談や応急手当を行います。
③　原子力災害医療協力機関（初期医療機関）として、久慈茅根病院、大洗海岸病院、日立
総合病院、茨城東病院、水戸赤十字病院が指定されています。
④　必要な場合は、原子力災害拠点病院である水戸医療センターや
県立中央病院もしくは筑波大学附属病院等で治療を行います。
　さらに専門的な医療が必要なときは、高度被ばく医療支援セン
ター、原子力災害・医療総合支援センターである放射線医学総合
研究所（千葉県）等に移送して実施します。
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　敢　万一、事故が起きたら
　万一、原子力施設で緊急事態が起こった場合は、県や村は、防災行政無線や広報車、テレ
ビ、ラジオなどを使って必要な情報を速やかにお知らせします。これらの情報をもとに次の
ようなことに注意し、落ち着いて行動してください。
■　すぐにテレビやラジオ、インターネット等で新しい、正確な情報をつかんでください。
■　自分勝手な行動をとらず、次の情報が出るまで屋内で待機してください。
■　デマにまどわされないでください。
■　防災活動の妨げになるので、電話による問い合わせは控えてください。
■　知人や隣人と情報を確認・共有してください。

４　事故時の対応

新型コロナウイルス感染症の流行下では？
○避難する行う場合には、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの感染対
策を実施しましょう。
○自宅等で屋内退避を行う場合には、放射性物質による被ばくを避けることを優先し、
屋内退避の指示が出されている間は原則換気を行わないようにしましょう。

　　○屋内退避の効果
　　屋内退避は、建物の壁などにより放射線をさえぎる効果や、ドアや窓を閉めて屋内へ
の放射性物質の取り込みを軽減する効果があります。

　柑　屋内退避の指示が出たら
　県や村から屋内退避の指示が出たときは、すぐに自宅などの建屋内に入り、次の注意事項
を守って、被ばくや放射性物質による汚染の防止に努めてください。
■　外から帰ってきた場合は顔や手を洗い、衣服を着替えてください（着替えた衣服はビ
ニール袋に保管しましょう）。
■　飲食物やペットなどは、屋内に入れてください。
■　ドアや窓を全部閉めてください。
■　換気扇などを止めてください。
■　エアコンが外の空気を取り込むタイプの場合は、エアコンも止めてください。
■　防災行政無線、村公式ホームページ、村公式ツイッター・フェイスブック・LINE、広
報車、テレビ、ラジオなどで発表される情報や指示に注意してください。

　　○避難の効果
　　避難は、放射線の影響が少ない安全な場所に移動することで、放射性物質による放射
線被ばくを避け、または減らすことができます。

　桓　避難指示が出たら
　避難指示が出たときは、東海村災害対策本部等から避難場所、避難方法が指示されますの
で、内容をよく確認し、落ち着いて行動してください。基本的には、自家用車やバスで避難
場所へ移動することになります。
■　避難する前に電気器具のコンセントを抜き、ガスの元栓などを閉めてください。
■　貴重品を持って、持ち物は最小限に抑えてください。
■　窓やドアの鍵をかけてください。
■　隣近所に声をかけ、助け合いながら避難してください。
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避難所一覧

電話番号所 在 地避 難 施 設 名
種　　　別

No.
補完避難所基幹避難所

０２９‐２８３‐２８６８石神内宿１６０９石神コミュニティセンター○虚

０２９‐２８２‐９９４４村松３３７０‐２４村松コミュニティセンター○許

０２９‐２８７‐３５３４白方２０７７白方コミュニティセンター○距

０２９‐２８３‐４４７７村松８３５‐１真崎コミュニティセンター○鋸

０２９‐２８７‐２１２８須和間３４５‐１中丸コミュニティセンター○漁

０２９‐２８３‐１９５１舟石川１５８‐１舟石川コミュニティセンター○禦

０２９‐２８３‐０６７３船場７４９‐３東 海 村 総 合 体 育 館○魚

０２９‐２８３‐２２９９村松２００５東海村総合福祉センター「 絆 」
きずな

○亨

０２９‐２８２‐２０２４照沼９０５‐２照 沼 小 学 校○享

０２９‐２８２‐２６８０白方２００９白 方 小 学 校○京

０２９‐２８２‐２７６７村松２１２４‐８中 丸 小 学 校○供

０２９‐２８２‐２００５石神外宿１０５５石 神 小 学 校○侠

０２９‐２８２‐９２３８舟石川６９０‐１舟 石 川 小 学 校○僑

０２９‐２８２‐４８８５村松１４４３‐２村 松 小 学 校○兇

０２９‐２８２‐１６２５舟石川８２５‐１２東 海 中 学 校○競

０２９‐２８２‐７８２１船場７８４‐７東 海 南 中 学 校○共

０２９‐２８２‐７５０１村松７７１‐１茨 城 県 立 東 海 高 等 学 校○凶

０２９‐２８２‐８５１１船場７６８‐１５東 海 文 化 セ ン タ ー○協

０２９‐２８２‐０５３５東海３‐６‐７東 海 村 姉 妹 都 市 交 流 会 館○匡

０２９‐２８７‐２５１６舟石川駅東３‐９‐３３なごみ東海村総合支援センター○卿

●　基幹避難所：災害により避難した人がその災害の危険性がなくなるまでの間滞在し、
または被災して家に戻れなくなった人が一時的に滞在する施設で、他の
避難所に優先して開設する。

●　補完避難所：災害により避難した人がその災害の危険性がなくなるまでの間滞在し、
または被災して家に戻れなくなった人が一時的に滞在する施設で、必要
に応じて開設する。
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避難所位置
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電源三法交付金制度の活用

　敢　目的　

　国では、電気の消費地が享受する恩恵の一部を還元することで、電気の生産地においても

地域の振興と福祉の向上、発電所立地に対する地元の方への理解及び協力の増進・円滑化を

図るため、昭和４９年にいわゆる電源三法交付金を制度化しました。これは、①電力会社から

税金（電源開発促進税）を徴収する「電源開発促進税法」、②これを歳入とする特別会計を設

ける「電源開発促進対策特別会計法」、③この特別会計から発電用施設周辺地域において公共

用施設を整備する交付金を地方公共団体等に交付する「発電用施設周辺地域整備法」からなっ

ていました。このうち、②については、平成１８年度の特別会計の改革において、他の特別会

計とともに「特別会計に関する法律」に一本化されています。

　柑　概要　

　発電用施設の立地可能性調査から運転終了までの期間、発電用施設が所在する県・市町村・

周辺市町村において実施される公共用施設の整備のほか、産業の振興、地域福祉の向上、地

域活性化のための事業、また、地域住民の安全確保のための調査、原子力に関する知識の普

及啓発事業等について、発電用施設の種類や設備能力、発電量などに応じて種々の交付金・

補助金が交付されます。

　桓　「電源立地地域対策交付金」の創設　

　平成１５年度に既存の各交付金（電源立地等初期対策交付金、電源立地促進対策交付金、電

源立地特別交付金、原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金等）が統合され、「電源立

地地域対策交付金」が創設されました。これにより、原子力等発電施設及び原子力発電と密

接な関連を有する施設の立地可能性調査から運転終了に至る全ての期間において、公共用施

設の整備・維持運営事業に交付金を充当することが可能となりました。

　また、地域活性化事業、地場産業支援事業、福祉サービス提供事業、人材育成事業など、

多くのソフト事業を実施することも可能になりました。

　棺　交付金の交付状況と充当事業　

　電源三法交付金は、交付が始まった昭和５０年から、教育文化施設、環境衛生施設、消防施

設、医療施設等公共施設の整備・運営事業に充当されてきました。

　現在までの本村への交付金交付状況は次のとおりです。

村立東海病院とうかい村松宿こども園 歴史と未来の交流館
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　①　交付金年度別交付額一覧 （単位：千円）四捨五入

昭和６２年昭和６１年昭和６０年昭和５９年昭和５８年昭和５７年昭和５６年昭和５５年昭和５４年昭和５３年昭和５２年昭和５１年昭和５０年 年度区分

２３３，７５８６７，０００８０，０００２７９，５００５５，４９０３２７，７３２５１０，８３０６８８，３０５４０９，９８６電源立地促進対策
交 付 金 相 当 分

原子力発電施設等立地地域
長期発展対策交付金相当分

電源立地等初期対策
交 付 金 相 当 分

１００，０００電 力 移 出 県 等
交 付 金 相 当 分

電 源 地 域 産 業
育 成 支 援 補 助 金

１８，０００１５，３００１４，４００１８，９００１８，０００１８，０００１８，０００１８，０００広報・調査等交付金

２５１，７５８８２，３００９４，４００２９８，４００１７３，４９０１８，０００１８，０００１８，０００３２７，７３２５１０，８３０６８８，３０５４０９，９８６計

村道（都市計画道路）、消防施設（救急車、化学消防車、小型ポンプ積載車、火の見やぐら、消火栓、貯水槽）、
格技場、中央公民館、文化センター、老人福祉センター、図書館、東海病院、阿漕ヶ浦公園、児童遊園地、学校
フェンス・グラウンド、廃棄物処理施設、用水路、排水路、石神・照沼・白方小学校改修、東海中学校改修など

当該期間における
交 付 金 充 当 事 業

平成１２年平成１１年平成１０年平成９年平成８年平成７年平成６年平成５年平成４年平成３年平成２年平成元年昭和６３年 年度区分

７６６，５００５３２，３５１４００，５００４３３，０００１８１，５００１３１，８７４７５１，３８４４５５，４８３４０，０００２５８，０００電源立地促進対策
交 付 金 相 当 分

４５０，０００３６０，０００３６０，０００３６０，０００原子力発電施設等立地地域
長期発展対策交付金相当分

電源立地等初期対策
交 付 金 相 当 分

１０８，０００電 力 移 出 県 等
交 付 金 相 当 分

５，８００７，０４５６，８１９６，７８５４，６５３１３，５８４３，９３９８，５１４電 源 地 域 産 業
育 成 支 援 補 助 金

２１，６００２１，６００２２，９５０２７，０００２７，０００２７，０００２７，０００２２，９５０２２，９５０２２，９５０２７，０００２７，０００１８，０００広報・調査等交付金

１，３５１，９００９２０，９９６７９０，２６９８２６，７８５２１３，１５３４０，５８４３０，９３９３１，４６４１５４，８２４７７４，３３４４８２，４８３６７，０００２７６，０００計

村松幼稚園、テニスコート、廃棄物処理施設（し尿処理・不燃物処理施設）、防災行政無線施設整備、文
化センター改修、百塚保育所、防災行政無線戸別受信機整備、上水道配水管、村道、農業用排水路など

当該期間における
交 付 金 充 当 事 業

平成２５年平成２４年平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年平成１９年平成１８年平成１７年平成１６年平成１５年平成１４年平成１３年 年度区分

４３，５００１５７，４００１１３，１３５９６９，２６３１，７０７，５１６１８７，２９０電源立地促進対策
交 付 金 相 当 分

１，１５２，４０１１，２１３，３７０１，０６５，０５９１，０４７，０６８１，０７０，７１０１，０５４，５２１９３５，８２０８４５，４０４７７５，４６８７５４，５０４７１８，９６６４５４，６９２４５９，１６４原子力発電施設等立地地域
長期発展対策交付金相当分

２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００電源立地等初期対策
交 付 金 相 当 分

１３２，８５９１３８，６６２１１９，９６８１２８，５０５１６２，０００１６２，０００１６２，０００１０８，０００１０８，０００１６２，０００１０８，０００１０８，０００１０８，０００電 力 移 出 県 等
交 付 金 相 当 分

３，７１２４，６４０電 源 地 域 産 業
育 成 支 援 補 助 金

９，２６１８，１７１１０，５２０２２，３１２１９，７６３２２，６８０１９，５２１２０，２２７２２，９５０２２，９５０２２，９５０２２，９５０２１，６００広報・調査等交付金

原子力防災活動資機材
の維持管理等補助金

１，３１４，５２１１，３８０，２０３１，２１５，５４７１，２１７，８８５１，３１５，９７３１，２５９，２０１１，１３７，３４１９９３，６３１１，０８３，８１８１，０７２，５８９１，８３９，１７９２，２９６，８７０７８０，６９４計

東海村消防（本部）署、総合福祉センター絆、石神小学校、石神・舟石川・村松・中丸・白方学童クラブ、
新東海病院、医療機器、社会教育・学校教育施設・消防署・保育所・こども園・保健センターなどの運営、
東海中学校、健診、予防接種、排水路、東新川など

当該期間における
交 付 金 充 当 事 業
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合計令和３年令和２年令和元年平成３０年平成２９年平成２８年平成２７年平成２６年 年度区分

１０，６７７，４２８１９６，１３１７００，０００電源立地促進対策
交 付 金 相 当 分

２３，６３０，９８６１，３８１，６７８１，３８１，１２２１，３８４，１０９１，３９３，０７１１，３０２，４３４１，３０７，９４９１，３２３，３８１１，０８０，０９５原子力発電施設等立地地域
長期発展対策交付金相当分

２２０，０００電源立地等初期対策
交 付 金 相 当 分

２，９３１，７３３１２５，３６９１２５，０４７１２５，０３９１２５，０２７１２５，３４５１２５，０５９１３２，３３３１３２，５２０電 力 移 出 県 等
交 付 金 相 当 分

６５，４９１電 源 地 域 産 業
育 成 支 援 補 助 金

８０６，３３９１６，３８８１３，１９５１７，７８６１４，３１７１４，０３１１５，１０５１６，１１２広報・調査等交付金

４８９４４６９７７４３２１６４０原子力防災活動資機材
の維持管理等補助金

３８，３３２，４６６１，５０７，０４７１，５２２，５５１１，５２２，３４３１，５３５，９５３１，６３８，３０４２，１４７，０８２１，４７１，０３５１，２２８，７６７計

健診、予防接種、米飯給食費、村道、排水路、東新川、舟石川小学校、駅コミュニティ施設、スイミング
プラザ、総合体育館、総合福祉センター、東海駅西口広場など

当該期間における
交 付 金 充 当 事 業
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交 付 期 間所 管 省 庁交付金額（円）発 電 用 施 設 名

昭 和５０～５３年 度科 学 技 術 庁２１０，６９９，７６８
原 研 ・ 実 用 燃 料 試 験 施 設

（ホットラボ）

昭 和 ５０ 年 度科 学 技 術 庁２９，５００，０００
原 研 ・ 安 全 性 研 究 炉

（NSRR）

昭 和５０～５２年 度科 学 技 術 庁２８６，６７２，０００動 燃 ・ 再 処 理 施 設

昭 和５０～５３年 度通 商 産 業 省１，４０９，９８１，５４６原 電 ・ 東 海 第 二 発 電 所

昭 和５８～６２年 度科 学 技 術 庁５９０，６２５，０００
動燃・高速増殖炉用核燃料製造施設

（FBR）

昭 和６２～
平 成 年 度３

科 学 技 術 庁６９９，１６２，０００
動燃・新型転換炉用核燃料加工施設

（ATR）

昭 和６２～６３年 度通 商 産 業 省４５，１２３，０００
ニュークリア・デベロップメント㈱
燃 料 ホ ッ ト ラ ボ 施 設

平 成 ～ 年 度２ ４科 学 技 術 庁４６２，０３１，０００
原研・燃料サイクル安全工学研究施設

（NUCEF）

平 成 ～ 年 度２ ５科 学 技 術 庁５５５，５４８，０００動燃・ガラス固化技術開発施設（TVF）

平 成 ～１２年 度８科 学 技 術 庁１，７４１，５５１，０００
核 燃 料 サ イ ク ル 開 発 機 構
リサイクル機器試験施設 （RETF）

平成１２～１５・
２８～２９年 度

経 済 産 業 省４，１８０，０００，０００常陸那珂火力発電所１・２号機（東電）

平成１５～１７・２１年度文 部 科 学 省４６６，５３５，０００
低放射性廃棄物処理技術開発施設

（LWTF）

－－１０，６７７，４２８，３１４合 計

② 電源立地地域対策交付金（旧電源立地促進対策交付金）施設別交付額一覧
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平成
１７年度

平成
１６年度

平成
１５年度

平成
１４年度

平成
１３年度

平成
１２年度

平成
１１年度

平成
１０年度

平成
９年度

項 目
交付金充当事業名称区 分交付金名称

８４，２９０３０８，３００消防署建設事業
東京電力フュエル＆パ
ワー㈱常陸那珂火力発電
所１・２号機

電
源
立
地
促
進
対
策
交
付
金
相
当
分

電

源

立

地

地

域

対

策

交

付

金

８１６，７６３１，７０７，５１６１０３，０００２６４，０００総合福祉センター建設事業
（仮称）歴史と未来の交流館建設事業（基金）
東海駅西口駅前広場整備事業（基金造成）

８１６，７６３１，７０７，５１６１８７，２９０５７２，３００小計（Ａ）
４６，０００上水道配管敷設（舟石川地内）

国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構リサイ
クル機器試験施設
（RETF）

８７，０００防災行政無線（屋外拡声子局４４基）
３００，０００百塚保育所建設

６２，５００上水道配管敷設（村松・岡・亀下地内）
３３８，０００防災行政無線（戸別受信子局設置９，５００戸）

４６，５５１上水道（配水管敷設）
４０，０００中丸小学校屋外運動場整備

５３，０００６４，０００村道０２０２号線
３３５，０００外宿浄水場排水池増設

６６，０００４６，８００北部排水路整備
５０，０００東海南中学校屋外運動場整備
２５，２００耐震性貯水槽整備
１９４，２００５３２，３５１４００，５００４３３，０００小計（Ｂ）

４３，５００石神学童クラブ整備事業

国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構低放射
性廃棄物処理技術開発施
設（LWTF）

４３，５００舟石川学童クラブ整備事業
３４，８００村松学童クラブ整備事業

白方学童クラブ整備事業
３７，２７５中丸学童クラブ整備事業

５４，０００医療機器（ＣＴ装置）
４，０００医療機器（移動形Ｘ線装置）
７，５００医療機器（分包機）

２５，５００医療機器（Ｘ線画像診断システム）
９５，０００医療機器（ＭＲＩ装置）
１８，９００医療機器（透視撮影台）
６，２２５医療機器（外科用Ｘ線装置）

５２，８３５テニスコート整備事業
１５７，４００１１３，１３５１５２，５００小計（Ｃ）

２００，０００２００，０００２００，０００２００，０００３６０，０００石神小学校改築事業（基金）

日本原子力発電㈱東海第
二発電所
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構再処理
施設
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構FBR燃
料製造装置
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構ガラス
固化技術開発施設（TVF）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構原子炉
安全性研究炉（NSRR）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構燃料試
験施設（ホットラボ）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構燃料サ
イクル安全工学研究施設
（NUCEF）
MHI原子力研究開発㈱燃
料ホットラボ施設（MHL）

原
子
力
発
電
施
設
等
立
地
地
域
長
期
発
展
対
策
交
付
金
相
当
分

３６４，５６８２００，０００石神小学校改築事業（改築）
１９５，０３６１９５，０３６４８，１８２４７，０００４７，０００４７，０００６５，０００５６，０００東海病院運営事業
－－５２，１７４６０，０００６０，０００６０，０００６０，０００６６，０００東海村教育文化施設運営事業
－－２１，２００２４，０００２４，０００２４，０００３５，０００３８，０００東海村体育施設運営事業
－－１３２，８４２１２３，６９２１２８，１６４１１９，０００東海村幼稚園施設運営事業
－３００，０００１００，０００東海村新病院建設事業（基金）
３９９，９５４東海村新病院建設事業（建設直宛）
４７，０００４８，８６８東海村社会教育施設運営事業
１５１１４５，９００東海村学校教育施設運営事業

１３３，３２７６４，７００東海村消防署運営事業
東海村公立保育所運営事業
東海村保健センター運営事業
東海村廃棄物処理施設運営事業
東海村総合支援センター運営事業
照沼小学校建設基金造成事業
中丸小学校建設基金造成事業
東海村公共施設維持運営事業
東海中学校建設基金造成事業
公共施設維持補修事業（基金）
健診事業
幼保連携施設整備事業（基金）
幼保連携施設整備事業（建設直宛）
予防接種事業
医療機器整備事業
都市計画道路舗装改修事業
排水路整備事業
米飯給食費補助事業
東海駅西口広場再整備事業（基金造成）
排水路（中央雨水幹線）整備事業
排水路（中央地区２９号中央雨水幹線）整備事業
排水路（中央・船場雨水幹線）整備事業
スイミングプラザスライダー改修事業
阿漕ヶ浦ホッケー場夜間照明新設事業
東海村立東海南中学校格技場等改修事業
東海村テニスコート人工芝張替事業
排水路（中央地区滝坂雨水幹線）整備事業
コミュニティセンター内装改修等事業
村松幼稚園内装改修等事業
阿漕ヶ浦公園改修事業
雨水排水路整備事業
東海南中学校給食室増改築等事業
真崎コミュニティセンター内装改修事業
総合福祉センター空調設備改修事業
神楽沢近隣公園整備事業
東海駅西口広場再整備事業
舟石川小学校給水管改修事業
村松小学校校舎内装改修事業
中学校空調機器改修事業
総合体育館外装改修事業
し尿処理施設屋上防水改修事業
東海消防署施設改修事業
総合福祉センター給湯設備改修事業
東海病院改修事業
小中学校電子黒板購入事業
歴史と未来の交流館維持運営事業

７７５，４６８７５４，５０４７１８，９６６４５４，６９２４５９，１６４４５０，０００３６０，０００３６０，０００３６０，０００小計（Ｄ）

③ 電源三法交付金年度別交付額一覧
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令和
３年度

令和
２年度

令和
元年度

平成
３０年度

平成
２９年度

平成
２８年度

平成
２７年度

平成
２６年度

平成
２５年度

平成
２４年度

平成
２３年度

平成
２２年度

平成
２１年度

平成
２０年度

平成
１９年度

平成
１８年度

７００，０００
１９６，１３１
１９６，１３１７００，０００

４３，５００

４３，５００

５３，０００４７，０００５０，０００
５０，８９０５３，９２０８２，０００
２０１，９００１９０，０００１８０，０００
１６１，４１２１７５，０００１５９，９０４
４８，５１９３０，０００２３，５００
５０，０００３９，９００
３８，８００

５０，０００４５０，０００４００，０００３５０，０００
５０，０００５００，０００４４０，０００

７４３，００４７４３，００４７４３，００４７４３，００４７０３，３９８７３９，９６０６１０，１０９６３９，９６０１９８，４４１５７３，４１０４６５，０５９５４７，０６８５８０，７１０
４４１，５１９６３９，９６０５５０，０００

１７８，０００８７，０００１２１，０００１２９，０００９０，０００９０，０００３６２，７７８４２６，５９４６２，１８３
２７，０００２７，０００３８，０００１３，５４１４０，０００

３７４，０００
１３，２５８

４，２６１３，９２９８，９８２２１，０００２３，０００
９５，８５１
３４，０００

１４１，８００１６１，６４３
９，９７３１２，５００１２，５４９８，９０６９，２１３９，００７

３１８，２００
８１，７８８

１３５，５７３３５，５００
１００，０００
７３，０００
１６６，０００
２１，１２６
１８，４８０

１３５，５７３
１２１，５００
５９，４００

３８，２１２１７１，０００
５，９５０２４，１００１１４，３４４

３５５，０００
５１，５２８
９２，５００
２２，０００
１６３，４９０
５，０００

４３，８５２３８，０００
５，０００
１１０，０００

３６，０２６
１３，３１３
５６，２４０
８１，０８１
５０，０００
３７，２３９

１，２８１，６７８１，３８１，１２２１，３８４，１０９１，５０８，２１７１，３０２，４３４１，３０７，９４９１，３２３，３８１１，０８０，０９５１，１５２，４０１１，２１３，３７０１，０６５，０５９１，０４７，０６８１，０７０，７１０１，０５４，５２１９３５，８２０８４５，４０４

※平成１５年に各種交付金が統合され、電源立地地域対策交付金が創設された。 （単位：千円）
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平成
１７年度

平成
１６年度

平成
１５年度

平成
１４年度

平成
１３年度

平成
１２年度

平成
１１年度

平成
１０年度

平成
９年度

項 目
交付金充当事業名称区 分交付金名称

２，９６９東海Ｉ～ＭＯのまつり開催事業

東京電力フュエル＆パ
ワー㈱常陸那珂火力発電
所１・２号機

電
源
立
地
等
初
期
対
策
交
付
金
相
当
分

電

源

立

地

地

域

対

策

交

付

金

１７，０３１東海村幼稚園施設運営事業
１９，９５４東海村学校教育施設運営事業

２０，０００東海村消防署運営事業
４６東海村新病院建設事業（建設直宛）

東海村公共施設維持運営事業
予防接種事業
中央排水路整備事業

２０，０００２０，０００２０，０００小計（Ｅ）
４４，０００４４，０００総合福祉センター維持運営基金

日本原子力発電㈱東海第
二発電所
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構再処理
施設
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構FBR燃
料製造装置
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構ガラス
固化技術開発施設（TVF）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構原子炉
安全性研究炉（NSRR）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構燃料試
験施設（ホットラボ）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構燃料サ
イクル安全工学研究施設
（NUCEF）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構リサイ
クル機器試験施設（RETF）
国立研究開発法人日本原
子力研究開発機構低放射
性廃棄物処理技術開発施
設（LWTF）
MHI原子力研究開発㈱燃
料ホットラボ施設（MHL）
東京電力㈱常陸那珂火力
発電所１・２号機

電
力
移
出
県
等
交
付
金
相
当
分

４１，５００６０，０００５２，０００５２，０００幼稚園・小中学校運営事業
１１，５００１３，０００１２，０００１２，０００コミュニティセンター運営事業
３６，５００３５，０００清掃センター運営事業
８，５００衛生センター運営事業
１０，０００東海村幼稚園施設運営事業

４３，８４０東海村新病院建設事業（基金）
５６，１６０東海村新病院建設事業（建設直宛）

１０８，０００東海村学校教育施設運営事業
６２，０００東海村消防署運営事業

中丸小学校建設基金造成事業
東海村公共施設維持運営事業
中央排水路整備事業
公共施設維持補修事業（基金）
予防接種事業
東海中学校建設基金造成事業
健診事業
米飯給食費補助事業
道路整備事業（村道０１０８号線、村道３２１２号線）
舟石川小学校内装改修事業
生涯学習施設整備事業（駅コミュニティ施設、スイミングプラザ）
東新川改修事業
百塚保育所改修事業
東海村立東海南中学校格技場等改修事業
久慈川河川敷運動場整備事業
白方コミュニティセンター内装改修事業
阿漕ヶ浦公園改修事業
真崎コミュニティセンター内装改修事業
総合福祉センター給湯設備改修事業

１０８，０００１６２，０００１０８，０００１０８，０００１０８，０００１０８，０００小計（Ｆ）
１，０６０，８６８１，０４９，６３９１，８１６，２２９２，２７０，２０８７５４，４５４１，３２４，５００８９２，３５１７６０，５００７９３，０００合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）

③ 電源三法交付金年度別交付額一覧
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令和
３年度

令和
２年度

令和
元年度

平成
３０年度

平成
２９年度

平成
２８年度

平成
２７年度

平成
２６年度

平成
２５年度

平成
２４年度

平成
２３年度

平成
２２年度

平成
２１年度

平成
２０年度

平成
１９年度

平成
１８年度

２０，０００２０，０００２０，０００

２０，０００２０，０００２０，０００
２０，０００

２０，０００
２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００２０，０００

１６２，０００１６２，０００１０８，０００

１０，０００
７２，０１６７０，３７５１０，５４１６１，３５９１，０６１７５，０４２２７，１４１１１９，９６８１２８，５０５１５２，０００

３５，０００
２６，０００２２，８１７

１５，７３９１６，０７１１１，０１８２３，５００３，０００
６８，５２１

３８，０００３８，０００３８，０００３８，０００２５，９５９４０，０００
９，５１３１０，０００

３５，０００
１１，５００１４，４６１２２，０００

１５，０００
２１，０００

５４，０００
７１，２７４

７１，２８８
７０，２５１
１６，７８８

５４，６７２
５３，３５３
１２５，３６９１２５，０４７１２５，０３９１２５，０２７１２５，３４５１２５，０５９１３２，３３３１３２，５２０１３２，８５９１３８，６６２１１９，９６８１２８，５０５１６２，０００１６２，０００１６２，０００１０８，０００
１，４０７，０４７１，５０６，１６９１，５０９，１４８１，６３３，２４４１，６２３，９１０２，１３３，００８１，４５５，７１４１，２１２，６１５１，３０５，２６０１，３７２，０３２１，２０５，０２７１，１９５，５７３１，２９６，２１０１，２３６，５２１１，１１７，８２０９７３，４０４

（単位：千円）
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東海村に常駐する国の検査機関
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環境省 原子力規制委員会 原子力規制庁 東海・大洗原子力規制事務所
Tokai&OaraiNuclearRegulationOffice,SecretariatofNRA,NuclearRegulationAuthority(NRA),MinistryoftheEnvironment

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村

舟石川駅東一丁目１７－１
（〒３１９－１１１８）
電話 ０２９－２８２－４８３３

（分室）：ひたちなか市西十三奉行１１６０１－
１２ 茨城県原子力オフサイトセン
ター 原子力防災専門官事務室
（〒３１１－１２０６）
電話 ０２９－２６５－５８５２

職 員 数 所長以下、原子力検査官、原子力
防災専門官、上席放射線防災専門
官、核物質防護対策官等１３名

■設立の経緯及び目的
昭和５５年５月、運転管理専門官制度の発足に

伴い、日本原子力発電㈱東海発電所及び東海第
二発電所を担当する「東海運転管理専門官事務
所」（資源エネルギー庁所管）として東海村内
に事務所が開設されました。
平成１１年９月３０日に発生した㈱ＪＣＯウラン

加工施設における臨界事故を踏まえ、原子力事
業所の安全性の一層の向上を図るために核原料
物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法
律（原子炉等規制法）が改正され、平成１２年４
月から、それまでの運転管理専門官に替え、同
法に基づく「原子力保安検査官」を原子力施設
の立地地域へ配置することとなりました。
また、これと同時に我が国における原子力防

災体制の抜本的強化を図るため、原子力災害対
策特別措置法が制定され、同法に基づき「原子
力防災専門官」が配置されました。
これらの改正を受け、各原子力事業所所在地

に「原子力保安検査官」及び「原子力防災専門
官」を常駐させることとなり事務所の名称が「原
子力保安検査官事務所」に変更されました。
一方、科学技術庁では原子炉等規制法の改正

に伴い、平成１２年５月に、東海村及び大洗町に
設置されている試験研究用の原子炉施設及び核
燃料物質の使用施設の保安検査等を行うため、
東海村内に「茨城原子力安全管理事務所」を設
置しました。
その後、平成１３年の省庁再編により、「東海・

大洗原子力保安検査官事務所」は経済産業省原

子力安全保安院の所管となり、「茨城原子力安
全管理事務所」は文部科学省の所管となりまし
た。
平成２３年３月の東京電力㈱福島第一原子力発
電所事故を踏まえ、原子力安全に関する行政機
能の強化を図るため、規制と利用の分離及び原
子力の安全の確保に関する規制の一元化の観点
から、平成２４年９月に環境省に原子力規制委員
会原子力規制庁を設置し、関係する組織が再編
されました。
これにより、「東海・大洗原子力保安検査官
事務所」と「茨城原子力安全管理事務所」は統合
され、新たに原子力規制庁の組織として「東海・
大洗原子力規制事務所」が発足しました。さら
に平成２６年３月に、独立行政法人原子力安全基
盤機構との統合が行われました（組織図参照）。
http://www.nsr.go.jp/nra/gaiyou
■主な業務
１．原子力検査官に係る業務
原子炉等規制法に基づき、所管する原子炉施
設、加工施設、再処理施設、廃棄物管理施設、
廃棄物埋設施設及び核燃料使用施設に対し、保
安規定等の遵守状況の検査を行っています。ま
た、これら施設の巡視、定例試験の立会等を行っ
ています。
これら原子力施設でトラブルが発生した場合
には直ちに原子力規制庁に連絡するとともに、
現場確認、原因調査、再発防止策の確認等を行っ
ています。
２．原子力防災専門官に係る業務
原子力災害対策特別措置法の規定に基づき、
原子力災害の発生の防止及び拡大の防止を円滑
に実施するため必要な業務を行っています。
茨城県原子力オフサイトセンターに駐在し、
東海村及び大洗町にある原子力施設の防災に係
る業務を担当しています。
平常時業務としては、防災に係る原子力事業
者への指導、助言、オフサイトセンターに設置
する原子力防災の通信・情報設備などの保守整
備、原子力防災計画策定等に対する地方自治体
への指導・助言、原子力防災訓練の調整と実施、
原子力防災についての地元への理解促進活動な
どを行っています。
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緊急事態発生時には、情報収集と国や関係機
関との連絡、要員招集などが主な任務となり、
原子力事業者からの通報を受けた初動時におい
て、速やかに防災体制を整える役目を担ってい
ます。
３．その他
昭和５１年に「核兵器の不拡散に関する条約」

を批准し、これに従って昭和５２年に国際原子力
機関（IAEA）との間で保障措置協定を締結し、
IAEAによる保障措置を受け入れることとなり
ました。

具体的には、保障措置は国内保障措置制度に
基づき、事業者による計量管理、封印等による
封じ込め、カメラによる監視、査察を行うことに
より、国内にあるすべての核物質が核兵器等に
転用されないことを確認し、さらにIAEAが査
察等によりこれらの措置を確認することにより
実施されています。当事務所の職員は査察官と
して、必要に応じて当該業務の一部を行ってい
ます。





東海村の原子力関係事業所
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至いわき

原子力関係施設位置

陰 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

隠 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

韻 日本原子力発電㈱ 東海事業本部
東海発電所・東海第二発電所

吋 国立大学法人東京大学大学院
工学系研究科原子力専攻

右 三菱原子燃料㈱
宇 原子燃料工業㈱ 東海事業所
烏 （公財）核物質管理センター 東海保障措置センター
羽 MHI原子力研究開発㈱
迂 積水メディカル㈱ 創薬支援センター
雨 ㈱ジェー・シー・オー 東海事業所

卯 日本照射サービス㈱ 東海センター
鵜 日本原子力発電㈱ 東海原子力館（東海テラパーク）
窺 日本原子力発電㈱ 東海原子力館 別館
丑 （公社）茨城原子力協議会 原子力科学館
碓 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 本部
臼 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

那珂研究所
渦 三菱マテリアル㈱ エネルギー事業センター

那珂エネルギー開発研究所
嘘 大強度陽子加速器施設（J-PARC）

（一部那珂市の原子力関係施設を含む）

陰

隠

韻

右
羽

雨

宇

迂

吋
烏

卯

臼
渦

丑

鵜

碓

嘘

窺
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事 業 の 概 要敷地面積職員数発足年事業所名
研究用原子炉、安全性研究施設、加速器施設
等で幅広い研究開発を行うとともに、基礎研
究、基盤技術の開発等を行っている。

約２２２ha約９５０名昭和３２年
（平成１７年統合）

国 立 研 究 開 発 法 人
日本原子力研究開発機構
原 子 力 科 学 研 究 所

使用済燃料の再処理・技術開発、プルトニウ
ム燃料の開発・製造技術開発、高速炉サイク
ル技術の開発、放射性廃棄物処理処分技術の
開発、福島原発事故への対処に係る研究開発
等。

約１１１ha約６３０名昭和３２年
（平成１７年統合）

国 立 研 究 開 発 法 人
日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

東海発電所（GCR、１６．６万kW）、東海第二発
電所（BWR、１１０万kW）を有する原子力発電
所。東海発電所は３２年間の営業運転を終了し、
平成１３年１２月から廃止措置に取り組み中。

約８６ha約３９０名昭和３２年
日本原子力発電㈱
東 海 事 業 本 部
東海発電所・東海第二発電所

原子力関係事業所概要

原子力安全協定等の締結主要３事業所

その他の事業所

事 業 の 概 要敷地面積職員数発足年事業 所名
ラジオアイソトープを活用し、医薬品等の安
全性を評価する受託研究を行っている。約３．４ha約１５０名昭和４０年積水メディカル㈱

創薬支援センター
施設の保全管理及び不要な機器・設備の解体
撤去。約１５．６ha約４０名昭和５５年㈱ジェー・シー・オー

東 海 事 業 所
放射線照射による未使用医療機器等の滅菌及
びプラスチック等の改質処理などの受託照射。

約１．３ha
（借地）約４０名平成８年日本照射サービス㈱

東 海 セ ン タ ー

原子力災害対策特別措置法対象事業所（主要３事業所を除く）

事 業 の 概 要敷地面積職員数発足年事業所名
原子力専門技術者の養成、原子力工学の総合
的研究と大学院学生の研究指導。
原子炉「弥生」（廃止措置中）と各種加速器
を有する。

約３ha
（借地）約６０名昭和４２年

国立大学法人東京大学
大学院工学系研究科
原 子 力 専 攻

燃料集合体製造メーカー
（ウラン取扱許可量４４０トン・ウラン／年）
主な製品：加圧水型原子炉用の燃料集合体

約２２．２ha約４００名昭和４６年三 菱 原 子 燃 料 ㈱

燃料集合体製造メーカー
（ウラン取扱許可量２５０トン・ウラン／年）
主な製品：沸騰水型原子炉用の燃料集合体

約１３．４ha約１５０名昭和５２年原 子 燃 料 工 業 ㈱
東 海 事 業 所

保障措置検査、核物質の分析、国際規制物資
に関する情報の整理及び解析

約１．６ha
（借地）約９０名昭和５３年（公財）核物質管理センター

東海保障措置センター

原子燃料の研究開発
原子力発電プラント機器材料の研究開発
化学、放射線・放射能に係わる研究開発

約２．３ha約８０名平成２年MHI原子力研究開発㈱
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■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村大字白方２番地４

（〒３１９－１１９５）
電話 ０２９－２８２－５１００ 受付台案内

敷地面積 約２２２万㎡（約６７万坪）
職 員 数 約９６０名
■設立の目的
日本原子力研究開発機構は、我が国唯一の原

子力の総合研究開発機関として、原子力により
国民の生活に不可欠なエネルギー源の確保を実
現すること、及び原子力による新しい科学技術
や産業の創出を目指して、その基礎・基盤から
応用・実用化までの研究開発を行うとともに、
その成果等の普及を行い、もって人類社会の福
祉及び国民生活の水準向上に寄与することを目
的として設立されました。
■現在までの経過
昭和３０年１１月 除原子力研究所設立
昭和３１年４月 原子力委員会、原子力研究所

の敷地に茨城県東海村を選定
昭和３１年６月 日本原子力研究所発足
昭和３２年７月 東海研究所設置
昭和３２年８月 日本最初の研究用原子炉JRR-

１臨界
昭和３５年１０月 研究用原子炉JRR-２臨界
昭和３７年９月 国産第１号研究用原子炉JRR-

３臨界
昭和３８年１０月 動力試験炉（JPDR）、日本最

初の原子力発電に成功
昭和４０年１月 研究用原子炉JRR-４臨界
昭和４２年４月 高速炉臨界実験装置（FCA）臨界
昭和４３年１０月 国産初の再処理によるプルト

ニウムの回収に成功
昭和５０年６月 原子炉安全性研究炉（NSRR）

臨界
昭和５０年７月 FCAでもんじゅ用模擬炉心

が初臨界
昭和５４年１２月 燃料試験施設完成
昭和５７年８月 タンデム加速器完成
昭和６０年５月 冷却材喪失事故を模擬する大

型非定常試験装置（LSTF）
完成

昭和６１年１２月 JPDRで我が国初の原子炉解
体実地試験開始

平成６年６月 燃料サイクル安全工学研究施
設（NUCEF）完成

平成１３年６月 高度環境分析研究棟（CLEAR）
完成

平成１３年１２月 大強度陽子加速器施設（J-
PARC）建設開始

平成１７年１０月 独立行政法人日本原子力研究
開発機構発足

平成２１年３月 J-PARC第Ⅰ期分完成
平成２７年４月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構に名称変更
■事業の概要
原子力科学研究所（旧日本原子力研究所東海
研究所）は、昭和３２年７月に設置され、研究用
原子炉、加速器、放射性物質を安全に取り扱え
る施設等の重要な研究施設を有しており、これ
らを活用して、福島第一原子力発電所の廃止措
置に向けた研究開発、安全研究、原子力基礎基
盤研究、物質科学研究等原子力に関する多様な
研究開発活動を行っています。また、大型計算
機施設、原子力情報に関する図書館、原子力人
材育成センター等の施設も有しており、人材育
成や研究情報サービス等も行っています。
敢 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向け

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所
JapanAtomicEnergyAgency NuclearScienceResearchInstitute
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た研究開発
「東京電力ホールディングス㈱福島第一原
子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロー
ドマップ」や原子力損害賠償・廃炉等支援機
構が策定する戦略プラン等の方針をはじめ、
中長期的な視点での現場ニーズも踏まえつ
つ、福島第一原子力発電所の廃止措置及び廃
棄物の処理・処分のための課題解決に取り組
んでいます。

柑 安全研究
原子力エネルギーを安全に利用するため、

福島第一原子力発電所事故の教訓や最新の技
術的知見を踏まえて、シビアアクシデントの
発生防止と影響評価手法の高度化に関する研
究、緊急時対応及び放射線影響に関する研究、
放射性廃棄物の管理に関する研究、燃料デブ
リの臨界安全管理に関する研究、外部事象の
影響評価に関する研究を進めています。また、
安全の継続的改善や実効的な原子力防災の実
現に向け、リスク情報を活用した意思決定に
必要な研究に取り組んでいます。得られた研
究成果を基に、科学的・合理的な規制基準類
の整備及び原子力施設の安全性に関する確認
等に貢献していきます。

桓 原子力基礎・基盤研究
原子力利用を支え、様々な社会的ニーズへ

科学的に貢献するための基盤を形成し、新た
な原子力利用技術を創生するため、軽水炉工
学・核工学、燃料・材料工学、原子力化学、
環境・放射線科学、計算科学技術、分離変換
技術等の研究を行っています。これらの取り
組みは、福島第一原子力発電所事故からの復
旧や環境修復にも役立てています。また、将
来の原子力の萌芽となる未踏の研究分野の開
拓を進めるため、先端的な基礎研究を行って
います。

棺 物質科学研究
研究用原子炉JRR-３や大強度陽子加速器施

設（J-PARC）物質・生命科学実験施設で発
生する中性子ビームを利用して、各種実験技
術・手法の開発を行っているほか、物質・材
料科学分野の学術研究、産業利用も推進して
います。

款 研究用原子炉を利用した社会貢献
研究用原子炉JRR-３は、ガン治療に用いら

れる医療用放射性アイソトープの製造や放射
化分析に必要な中性子照射に利用されていま
す。
また、原子炉安全性研究炉（NSRR）は、

発電用原子炉施設の出力が急上昇する反応度
事故に対する安全性研究に利用されており、
得られたデータは国の安全基準や、高い安全
性を備えた燃料・原子炉機器の開発に活用さ
れています。
■大強度陽子加速器施設（J-PARC）
原子力科学研究所には、高エネルギー加速器

研究機構（KEK）と共同で建設した、世界最高
レベルの大強度陽子加速器施設（J-PARC）が
設置されています。J-PARCは、産業応用への
展開を目指す物質・生命科学研究、宇宙創生の
謎に迫る原子核・素粒子物理研究、さらには放
射性廃棄物処理処分のための核変換技術開発
等、広範な分野で新たな研究開発の進展に貢献
しています。
■安全確保対策
原子力科学研究所では、自然災害発生時や事
故・トラブル発生時に的確な対応を図るため、
現地対策本部等の体制や防護資機材を整備する
とともに、ひたちなか・東海広域事務組合消防
本部等の外部関係機関との連携を図り、総合的
かつ実際的な防護活動訓練等を通じて対応能力
の向上に努めています。
敢 災害への備え
原子力事故に備え、放射線測定器、放射線
防護資機材を整備するとともに、迅速な通報
連絡のため、ひたちなか・東海広域事務組合
消防本部への通報用専用電話を設置していま
す。また、火災に備え、施設には消火器、屋
内消火栓、屋外消火栓を設置しています。消
火栓が使えない場合に備え、消火水用ポンド
を敷地内に確保しています。

柑 自衛消防体制
自衛消防隊は２４時間体制で中央警備室に常
駐している警備員によって組織され、火災発
生時には化学消防車等が出動し、初期消火活
動を行います。

桓 災害発生時の対応能力向上への取組み
大規模地震や大津波の発生を想定した訓練
及び原子力災害を想定した非常事態総合訓練
を毎年実施する
とともに、所轄
消防本部等の防
災関係機関と共
同の訓練を実施
し、災害発生時
の対応能力の向
上に努めていま
す。

写真提供：日本原子力研究開発機構原子力科学研究所

大強度陽子加速器施設（J-PARC）全景

所轄消防本部との共同訓練
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所
JapanAtomicEnergyAgency NuclearFuelCycleEngineeringLaboratories

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村村松４－３３

（〒３１９－１１９４）
電話 ０２９－２８２－１１１１（代）

敷地面積 約１１１万㎡（約３３万坪）
職 員 数 約６３０名

■現在までの経過
昭和３２年６月 原子燃料公社東海製錬所設置
昭和３４年３月 我が国初の金属ウラン製造に

成功
昭和３４年３月 原子燃料公社東海製錬所開所式
昭和４１年１月 プルトニウム初入荷、プルト

ニウム燃料第一開発室にてプ
ルトニウム燃料の開発を開始

昭和４２年１０月 動力炉・核燃料開発事業団東
海事業所に改組

昭和４４年５月 遠心分離法によるウラン濃縮
試験に成功

昭和４６年６月 再処理施設の建設着工
昭和４７年１１月 プルトニウム燃料第二開発室

にて高速実験炉「常陽」燃料
の製造開始

昭和５０年７月 同上施設にて新型転換炉「ふ
げん」燃料の製造開始

昭和５２年９月 日米再処理交渉を経て、再処
理施設にてホット試験開始

昭和５６年１月 再処理施設にて本格運転を開始
昭和５７年９月 高レベル放射性物質研究施設

（CPF）にて高速実験炉「常
陽」燃料の再処理開始

昭和５７年１２月 同上施設にて高放射性廃液の
ガラス固化基礎試験を開始

平成元年１０月 プルトニウム燃料第三開発室
にて高速増殖原型炉「もん
じゅ」初装荷燃料の製造を開
始

平成５年１０月 地 層 処 分 基 盤 研 究 施 設
（ENTRY）での地層処分研究
開発の試験開始

平成６年１月 プルトニウム燃料第三開発室
にて高速増殖原型炉「もん
じゅ」初装荷燃料の製造終了

平成７年１月 ガラス固化技術開発施設
（TVF）にてガラス固化体の
製造開始

平成７年１月 リサイクル機器試験施設
（RETF）の建設着工

平成９年３月 アスファルト固化処理施設で
火災爆発事故

平成１０年１０月 核燃料サイクル開発機構に改
組

平成１１年８月 地層処分放射化学研究施設
（QUALITY）での地層処分研
究の試験開始

平成１２年１１月 再処理施設の運転を再開
平成１３年１１月 プルトニウム燃料第二開発室

における「ふげん」燃料の製
造を終了

平成１４年６月 再処理施設の使用済燃料累積
処理量が１，０００tを達成

平成１６年７月 CPFでプルトニウムを用い
た乾式再処理プロセス試験に
着手

平成１７年１０月 独立行政法人日本原子力研究
開発機構 発足

平成１８年３月 再処理施設において電気事業
者との役務再処理完遂

平成２０年４月 米国アイダホ国立研究所との
核燃料サイクル分野における
人材育成の協力協定締結

平成２３年３月 原子力災害対策特別措置法に
基づく福島への専門家及び資
機材の派遣を開始

平成２３年７月 福島から内部被ばく測定に来
られる方の受入れを、原子力
科学研究所と開始

平成２４年４月 福島第一原子力発電所の廃止
措置等に向けた研究開発を推
進するため、核サ研福島技術
開発特別チームを設置（平成
２６年４月福島廃止措置技術開
発センター、平成２７年４月廃
炉国際共同研究センターに改
組）

平成２７年４月 国立研究開発法人日本原子力
研究開発機構に名称変更

平成３０年６月 再処理施設の廃止措置計画認
可（平成２９年６月認可申請）

核燃料サイクル工学研究所全景
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■事業の概要
核燃料サイクル工学研究所

は、原子力エネルギーを有効
利用する核燃料サイクルの実
現に向けて、以下の研究開発
に取り組んでいます。
敢 東京電力福島第一原発事
故への対応
国が定めた「東京電力ホー

ルディングス㈱福島第一原子
力発電所の廃止措置等に向け
た中長期ロードマップ」の計
画に基づき、燃料デブリの性
状把握に係る研究開発、汚染
水処理で発生する放射性廃棄
物の処理・処分技術開発等、
当研究所の各施設を活用した
試験研究に取り組んでいます。
また、福島第一原発周辺の環境試料のクロス

チェック分析、放射線や放射能に関する勉強会
の開催などの支援活動を実施しています。
柑 再処理技術開発
東海再処理施設は廃止措置段階に移行し、当

面、保有する放射性廃棄物に伴うリスクの早期
低減を最優先課題として、高放射性廃液のガラ
ス固化処理にかかる取り組みを進めるととも
に、高放射性廃液のガラス固化技術の高度化や
低放射性廃棄物の減容・安定化技術開発を進め
ています。
さらに、日本原燃㈱が青森県に建設中の六ヶ

所再処理工場への技術協力を実施しています。
桓 プルトニウム燃料技術開発
プルトニウム燃料技術開発施設ではMOX燃

料に係る技術開発として、更なる経済性向上を
目指した製造プロセスの開発や燃料の研究及び
分析や保障措置等の関連技術の開発等を行って
います。
また、日本原燃㈱が青森県に建設中のMOX燃

料工場への技術協力を実施しています。
棺 放射性廃棄物の処理･処分技術開発
低レベル放射性廃棄物の処理については、放

射性廃液のセメント固化技術、固体廃棄物の減
容安定化技術、放射性廃棄物の廃棄体化処理技
術等の開発を行っています。
使用済燃料の再処理により発生する高レベル

放射性廃液は、ガラス固化体（高レベル放射性
廃棄物）に処理し、一定期間、地上の施設で貯
蔵した後、地下３００ｍ以深の地層中に金属容器や
粘土材料に包んで埋設し、人間の生活環境から
隔離すること（地層処分）が計画されています。
この地層処分の安全性と信頼性の向上に資する
ため、地層中での地下水の性質や動き、金属容
器や粘土材料の性能、放射性物質の動き等を調
べる研究を行っています。
款 高速炉を用いた核変換技術の研究開発
使用済燃料の再処理によって生じる高レベル

放射性廃液の中には、発熱量が大きく、万が一、
人が摂取した場合の有害度が高いアメリシウム
やキュリウムなどのマイナーアクチニド（ＭＡ）
が含まれます。このＭＡを高レベル放射性廃液
から取り除き、高速炉内の中性子によって半減
期の短い核種に核変換することにより、ガラス
固化体の発熱量の低下、潜在的な有害度の低減
を図ることが期待されます。この実現のため、
高レベル放射性廃液からＭＡを分離して取り出
す技術、ＭＡを添加したウラン・プルトニウム

混合酸化物（ＭＯＸ）燃料の物性研究や製造技
術、さらに高速炉内でＭＡ燃料を照射する際の
安全性等の解析・評価技術に係る研究開発に取
り組んでいます。
■安全確保対策
核燃料サイクル工学研究所は、地震等の自然
災害発生時や事故・トラブル等の緊急時に、的
確な対応を図るための資機材や体制を整備する
とともに、訓練等を通じて緊急事態への対応能
力の向上に努めています。
再処理施設においては、高放射性廃液のガラ
ス固化処理にかかる取り組みを進めるととも
に、新規制基準を踏まえた安全性向上に係る取
り組みを進めています。
プルトニウム燃料技術開発施設においては、
核燃料サイクル工学研究所内のMOX集約にか
かる取組を進めるとともに、新規制基準を踏ま
えた安全性向上に係る取り組みを進めています。
敢 非常用資機材の配備
放射線測定器や防護服等のほか、自治体（茨
城県、東海村）や所轄消防本部との通報用専用
回線、救助用資機材等、災害発生時に必要な資
機材を配備しています。また、消火栓が使えな
い場合に備え消火用水を敷地内各所に確保して
います。
柑 自衛消防体制の強化
職員と構内に常駐する警備員で構成する自衛
消防班が２４時間体制で緊急時に備えています。
桓 災害発生時の対応能力向上への取組み
施設の火災や大規模地震の発生を想定した研
究所全体の総合訓練を毎年実施するほか、所轄
消防本部等の防災関係機関との合同訓練を実施
し、災害発生時の対応能力向上を図っています。
棺 核物質防護の取組み
核物質防護設備を適切に運用するとともに、
治安当局と連携した核物質防護訓練を実施し、
実践的な核物質防護体制を構築しています。

所轄消防本部と自衛消防班との合同訓練

核燃料サイクル図
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日本原子力発電株式会社 東海事業本部 東海発電所・東海第二発電所
■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村白方１－１（〒３１９－１１９８）

電話 ０２９－２８２－１２１１（代表）
敷地面積 約８６万㎡（約２６万坪）
職 員 数 約３９０名
■事業の概要
日本原子力発電㈱は、わが国唯一の原子力発電専業会社として日本最初の商業用原子

力発電所である東海発電所を、また、軽水型原子力発電所の先鞭としての敦賀発電所１
号機を完成させました。さらに１１０万kW級の大型発電所である東海第二発電所を、国産
改良標準化加圧水型炉の敦賀発電所２号機を完成させ、これらの建設・運転を通じてわ
が国の原子力技術の発展向上に努めています。
■東海発電所
東海発電所は、昭和４１年７月に日本で初めての商業用原子力発電所として営業運転を

開始し、平成１０年３月３１日に運転を停止しました。東海発電所の建設・運転により得ら
れた技術と経験は、その後の日本の原子力発電技術の基礎を築きました。運転停止後は、
平成１３年１２月から廃止措置に着手しました。原子炉領域は約２３年間の安全貯蔵の後に解
体撤去することとし、原子炉領域以外のタービン建屋等の付属設備等は順次撤去してい
きます。撤去に伴って発生する廃材の中で、クリアランス制度により放射能濃度が極め
て低いものの一部は、原子力関連施設の遮へい体やベンチ等にリサイクルしています。
発電所解体撤去後の跡地は、有効利用が可能な状態にする予定です。
■東海発電所の廃止措置工程
東海発電所の廃止措置は、原子炉、付属設備及び建屋を撤去し、更地の状態に戻すことを基本と

しています。放射能レベルの高い部分は原子炉領域に限定されており、原子炉領域は放射能を減衰
させるため、安全貯蔵状態にしておきます。安全貯蔵期間中は、その後の原子炉領域を撤去する本
格工事で発生する撤去物の搬出ルート確保、放射性廃棄物保管エリア確保、資機材置場確保及び作
業員の平準化のため、安全貯蔵対象範囲外の設備を撤去します。原子炉領域の解体撤去後、各建屋
等は汚染を除去し管理区域を解除して撤去します。

■低レベル放射性廃棄物の埋設事業許可申請
東海発電所の廃止措置等で発生する低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの極めて低いもの

の埋設（以下、「L３埋設」という。）施設の設置に関し、平成２７年７月１６日、安全協定に基づく新
増設等計画書を茨城県及び東海村に提出するとともに、第二種廃棄物埋設事業許可申請書を原子力
規制委員会に提出しました。現在、原子力規制委員会による審査が実施されています。

・全工期：約３０年
原子炉領域安全貯蔵…２００１年度から約２３年間（実施中）
原子炉領域解体撤去及び建屋撤去…２０２４年度から約７年間

・終了予定時期：２０３０年度

原子炉領域以外の撤去概略図 原子炉領域以外（主に熱交換器）の撤去概略図

建屋等の撤去概略図原子炉領域の撤去概略図

（参考工程）
原子炉領域以外の撤去※ ２００１年度～２０２９年度（実施中）
熱交換器等の撤去 ２００６年度～２０２４年度（実施中）
原子炉領域の撤去 ２０２４年度～２０２９年度
建屋等の撤去 ２０２９年度～２０３０年度
※タービン他周辺機器は撤去済
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■東海第二発電所
東海第二発電所は、日本初の大型原子力発電所として昭和４８年４月
に着工し、昭和５３年１１月に営業運転を開始しました。発電所の規模と
しては、茨城県内の消費量の約３分の１を占める大きさです。平成２３
年３月の東北地方太平洋沖地震による停止以降は定期検査中にあり、
現在は東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた地震・津波対
策、多様な電源や冷却機能の確保対策など、各種の安全性向上対策を
実施中です。平成２６年５月２０日に新規制基準への適合性確認のための
原子炉設置変更許可申請を行いました。その後、審査の内容等を反映
した申請書の補正を経て、平成３０年９月２６日に原子力規制委員会から
許可を受領しました。工事計画についても、設置変更許可と同様に規
制委員会の審査を経て、平成３０年１０月１８日に認可を受領しました。
また、運転期間延長についても、平成２９年１１月２４日に原子力規制委
員会に申請し、平成３０年１１月７日に認可を受領しました。
令和元年９月２４日には、特定重大事故等対処施設の設置等に係る原

子炉設置変更許可申請を原子力規制委員会に提出し、現在審査が実施
されています。

東海第二発電所東海発電所
１１０万kW１６万６，０００kW電 気 出 力

５０ヘルツ（サイクル）５０ヘルツ（サイクル）周 波 数
軽水減速、沸とう水型軽水炉黒鉛減速、炭酸ガス冷却型（コールダーホール改良型）原 子 炉 型 式

約３３０万kW５８万７，０００kW熱 出 力
低濃縮ウラン約１３２トン天然ウラン約１８７トン燃 料

軽 水黒 鉛減 速 材
軽 水炭酸ガス冷 却 材

昭和５３年１１月２８日昭和４１年７月２５日営業運転開始
－平成１０年３月３１日営業運転停止

■設備概要
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国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻
NuclearProfessionalSchool,TheGraduateSchoolofEngineering,TheUniversityofTokyo

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村白方２－２２

（〒３１９－１１８８）
電話 ０２９－２８７－８４０３

敷地面積 ２９，７４６㎡
職 員 数 約６０名
専門職大学院生 約１５名
■設立の目的
東京大学における原子力研究教育を発展させ

るため、１９６７年に当時の文部省令で設置されま
した。２００５年以降、主に社会人を対象とした原
子力の専門技術者を養成することを目的として
専門職大学院教育を行っています。
■主要な設備と活動の概要

敢 原子炉「弥生」（１９７１年４月１０日初臨界）
我が国初の高速炉タイプの小型研究用原子

炉で、高速中性子を主体とした幅広い基礎研
究を始め、中性子工学、遮へい工学、放射線
計測、材料・生物照射等の研究や教育実習に
約４０年間にわたり利用されてきましたが、大
学としての新たな研究・教育環境の展開を図
るために、２０１１年３月に永久停止致しました。
２０１２年８月に廃止措置計画が認可され、現在
は安全第一で、廃止措置を実施しております。
廃止措置終了後は、福島第一原子力発電所廃
炉や、新しい放射線・原子力利用研究拠点と
しての展開を計画しています。

柑 電子線加速器「ライナック」（１９７８年原型完成）
電子を直線的に加速し、非常に短い時間幅

の高エネルギー電子線パルスを発生する加速
器設備で、当初はピコ秒のパルス発生に成功
しました。その後、ツインライナックシステ
ム（２台の加速管の並列同時運転）への改良
（１９８８年）、フェムト秒高速量子現象研究設備
の設置とライナックとの同期運転（１９９８年）、
レーザー電子銃用Erファイバーレーザー導
入による電子ビーム高品質化・安定化（２０１５
年）等を経て、主に極短パルスを用いての放
射線化学研究等に利用されています。

桓 核融合炉ブランケット設計基礎実験装置
（１９７７年設置）
核融合関連の基礎研究のため、様々な実験

設備を用いて材料・構造工学、トリチウム工
学、量子ビーム工学等の研究を進めてまいり
ました。これらの成果をもとに、核分裂炉材
料の健全性評価、シビアアクシデント研究、
医療用およびインフラその場検査用の可搬型
エックス線源開発・利用も実施しています。

棺 重照射研究設備「HIT」（１９８４年設置）
バン・デ・グラーフとタンデトロンと呼ば

れる２台のイオン加速器を主設備とした研究

設備で、核融合炉や宇宙空間等の厳しい環境
下での各種材料特性についての研究を中心に
利用されています。
■安全確保対策
敢 法令等に基づく個々の設備の安全管理に関
する規則集（この中で設備の運転保守管理や
設備を利用する研究テーマや教育実習につい
ての申請手続きや、安全性に関する審査手順
が定められています。）とともに、事業所全体
の防災安全マニュアルを設けており、この中
で地震や火災を含む防災のための活動と万が
一災害が発生した場合の対応について定めて
おり、定期的な見直しも行っています。この
マニュアルは職員全員に配布されています。

柑 災害発生時には、通常の組織体制を解き、
災害対応専門の緊急作業団を全員で編成して
活動する方式としており、最低年２回の訓練
を通じて、活動内容の見直しも行っています。

桓 平常時においても当直制度を設けており、
昼夜・休日を問わず、最低１名の職員を含む
複数の人員で警備・監視活動を行い、災害発
生時の初動対応に支障を生じないように努め
ており、夜間・休日の災害発生を想定しての
初動通報訓練も実施しています。

棺 防災に関する所内全体会議を定期的に開催
し、訓練結果や点検結果等を通じての問題点
の抽出とその対応等品質マネジメントシステ
ム手法上のPDCA活動を行い、防災・安全管
理に対する学生を含む全員の意識向上と啓発
に努めています。

款 災害の発生（発見）時には初動（特に通報
連絡）対応が極めて重要であるという認識の
もとに、各種警報監視装置のネットワーク化
（警報発報時の音声通報システム）、消防・警
察通報のホットライン化、Ｆネット（同報
ファックス）や職員の一斉呼出し装置の導入
等の設備対応を行っています。

緊急作業団本部での通報連絡訓練
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三菱原子燃料株式会社
MitsubishiNuclearFuelCo.,Ltd.

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村舟石川６２２－１

（〒３１９－１１９７）
電話 ０２９－２８２－２０１１（代表）

敷地面積 ２２１，６００㎡
職 員 数 約４００名
■設立の目的
三菱グループでは、昭和２９年頃から原子力に

関する研究開発を開始し、その一環で昭和４６年
１２月、三菱マテリアルと三菱重工業の原子燃料
部門を統合、両者等の出資により我が国初の加
圧水型軽水炉用燃料一貫製造専業メーカとして
三菱原子燃料が設立されました。平成２１年４月
には、三菱重工業、三菱マテリアル、AREVA
及び三菱商事の出資により設計・開発、製造、
販売を一貫して行う原子燃料総合メーカ―とし
て再出発後、平成２８年３月に三菱重工業のグ
ループ会社化、令和５年３月には三菱重工業グ
ループの原子燃料事業再編に伴い、同社１００％出
資の完全子会社となり原子燃料製造に特化した
事業を推進しています。
■事業の概要
三菱原子燃料東海工場では、加圧水型原子力

発電所（PWR）用燃料を製造しています。
原料の低濃縮（２～５％）六フッ化ウランを

再転換加工して二酸化ウラン粉末にし、長さ約
１１mm、直径約９mmの円柱形状のペレットを製
造、これをジルカロイ被覆管に挿入し燃料棒を
作ります。この燃料棒を、燃料棒を支える支持
格子に１７９本から２６４本挿入して、案内管と上下
にノズルを取り付けて最終製品である燃料集合
体に組み上げます。（PWRでは炉１基当たり１２１
～１９３体の燃料集合体が装荷されています。）
■安全確保対策
ウランを安全に取り扱うことによって、施設

と環境の安全を確保しています。
敢 施設安全（臨界安全管理）
臨界とはウラン等により核分裂連鎖反応が

連続する状態を指し、多量のエネルギーと放
射線が発生します。当社では５％以下の低濃
縮ウランを取り扱っていますが、取り扱い時

の臨界を防止するため、ウランを取り扱う設
備を物理的に臨界が起こりえない形状で管理
する「形状管理」と、一度の取扱量を物理的
に臨界が起こりえない量で管理する「質量管
理」を実施しています。

柑 環境安全（放射線管理及び環境管理）
ウランの取り扱いにおいては、環境安全を
確保するため適切な放射線防護を行うととも
に、敷地境界付近にモニタリングポストを設
置して放射線量を常時監視しています。また、
工場からの排気や排水は十分な放射性物質の
除去と測定監視を行い排出基準以下であるこ
とを確認しています。

桓 新規制基準に関する対応
三菱原子燃料は、核燃料施設等への新規制
基準の施行に伴い、平成２９年１１月に事業変更
許可、令和３年６月に安全対策工事を行うた
めの設計及び工事の計画の認可を取得し、令
和４年８月に使用前事業者検査合格証及び使
用前事業者検査確認証が交付されました。（そ
の後、所在自治体等による立入調査を実施、
安全上の確認を受けた後、操業を再開してい
ます。）

棺 防災体制
・有事の際の迅速な対応のために、会社周辺
に居住する社員を中心とした防災組織（約
２１０名）を設置しています。
・全ての防災組織要員は携帯電話を保持し、
有事の際には一斉呼出で対応します。

款 主な訓練と教育
・防災組織全体及び機能単位による訓練を行
い、実施後に改善点を抽出、有事に際して
即応かつ有効に機能する組織を目指し、対
策を検討・実行しています。また、ひたち
なか・東海広域事務組合消防本部に協力願
い、実効性のある訓練を定期的に実施して
います。
・社員及び関係会社の社員等、構内で働く全
員を対象として年に１回、約７時間の「定
期保安教育」を実施しており、受講後には
テストを行い、習熟度を確認しています。

燃料集合体の検査

可搬消防ポンプの取扱訓練
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原子燃料工業株式会社 東海事業所
NuclearFuelIndustries,Ltd.TokaiWorks

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村村松３１３５－４１

（〒３１９－１１９６）
電話 ０２９－２８７－８２０１（代表）

敷地面積 約１３４，０００㎡
建物面積 約１９，０００㎡
職 員 数 約９０名
生産能力 BWR燃料２５０トン・ウラン／年
■事業の概要
原子燃料工業㈱は、昭和４７年７月に古河電気

工業㈱及び住友電気工業㈱の共同出資により設
立、平成３０年６月には東芝エネルギーシステム
ズ㈱のグループ会社となり、東海事業所と熊取
事業所の２事業所を中心に事業活動を展開して
います。当所は、二酸化ウラン粉末を原料とし
て、BWR型軽水炉燃料、研究炉・試験炉用燃料
等の各種原子燃料の加工を行うほか、燃料集合
体用部品、燃料関連装置の設計、製造、燃料関
連技術サービス等を行っています。
■安全確保対策
当社の事業は、核燃料物質（ウラン）を取り

扱うため、地域の皆様及び当社で働く従業員の
安全と安心を第一に安全管理を徹底しておりま
す。
その一端をご紹介します。

敢 臨界安全管理
製造の各工程において取り扱うウランの質

量や寸法に様々な制限を設けて臨界にならな
いように管理しています。

柑 放射線安全管理
ウラン粉末を取り扱う放射線管理区域で
は、室内の圧力を調整して室内の空気が外部
に漏れ出ない設計とするなど、放射性物質が
周辺環境に影響を及ぼすことがないよう万全
の対策を行っています。排気や排水等も常に
放射線測定をして安全を確認しています。

桓 地震に対する安全設計
主要施設・設備は、大地震でも十分に耐え
うる設計となっており、安全機能に重大な影
響を及ぼすことはありません。

棺 火災に対する安全設計
主要施設・設備は、高い耐火性、耐熱性を
備えており、火災を未然に防止する安全設計
となっています。また、火災拡大防止対策と
して警報設備、防火壁、防火扉の設置や消火
資機材（可搬消防ポンプ、屋外消火栓、消火
器等）の確保を行っています。

款 防災訓練
総合防災訓練（２回／年）、防災組織各係
別訓練（２回／年）、茨城県無通告通報連絡
訓練（１回／年）、防災組織員への緊急呼出
連絡訓練（１回／年）、初期消火活動訓練（１
回／年）ほか各種訓練を実施しています。

総合防災訓練

集合体検査
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公益財団法人核物質管理センター 東海保障措置センター
NuclearMaterialControlCenterTokaiSafeguardsCenter

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村白方２－５３

（〒３１９－１１０６）
電話 ０２９－３０６－３１００（代表）

敷地面積 約１６，０００㎡
職 員 数 約９０名
〔本部は東京（上野）。青森県六ヶ所村に六ヶ
所保障措置センターを設置。〕
■設立の目的及び現在までの経過

敢 目的
核物質管理に関する業務（保障措置検査等業

務及び情報処理業務等）を通じ、原子力の平和
利用とエネルギーの安定供給の確保に貢献する
ことを目的としています。
柑 経過
昭和４７年 財団法人核物質管理センター設立。

平成２４年に公益財団法人に移行。
昭和５３年 東海村に「保障措置分析所」を設

置。
保障措置分析棟を整備。
国からの委託を受け、国が原子力
施設で採取した試料の分析業務及
び原子力施設で核物質を測定する
機器の較正・調整業務を開始。

昭和６１年 開発試験棟を整備。
国からの委託を受け、六ヶ所再処
理工場に適用する保障措置に係る
技術開発を開始。

平成１１年 「東海保障措置センター」に改称。
国から「指定保障措置検査等実施
機関」の指定を受け、平成１２年よ
り原子力施設での保障措置検査、
核物質の分析及び保障措置技術の
調査研究を開始。

平成１３年 新分析棟を整備。
保障措置分析棟で実施していた核
物質の分析業務を新分析棟に移行。

平成１９年 開発試験棟における技術開発を終
了。
開発試験棟内の設備等の解体・撤
去作業を開始。

平成２０年 原子力事業者から国に報告される
報告書等の情報の整理及び解析業

務（昭和５２年に国から「指定情報
処理機関」の指定を受け本部で実
施していた業務）を開始。

平成２５年 開発試験棟内の設備等の解体・撤
去作業を終了。

令和４年 業務品質の向上のため、ISO９００１
の取得及び組織改正を実施。

■事業の概要
敢 保障措置検査
国からの実施指示書に従い、全国の原子力
施設（六ヶ所保障措置センターが担当する青
森地区を除く。）を対象に、帳簿検査、員数検
査、非破壊検査及び試料の採取等の保障措置
検査を行い、結果を国に報告しています。
また、非破壊検査に使用する機器の較正・
調整作業も行っています。

柑 核物質の分析
全国の原子力施設（六ヶ所再処理工場、原
子炉及び少量の核物質取扱施設を除く。）で採
取した試料のウラン、プルトニウムの濃度及
び同位体組成の分析を行い、結果を国に報告
しています。

桓 情報の整理及び解析
原子力事業者から国に報告される国際規制
物資（核物質等）の在庫量、在庫変動量等に
関する情報の整理業務及び国際規制物資の使
用の状況に関する情報の解析業務を行ってい
ます。
■安全確保対策
敢 緊急時に迅速かつ確実に関係機関への通報
連絡が行えるよう、非常時を想定した訓練（年
数回）や夜間・休日の災害発生を想定した職
員等への通報連絡訓練（年数回）を実施して
います。

柑 原子力災害を想定した原子力防災訓練（年
１回）を実施し、緊急時の対応能力の改善を
図っています。

桓 自衛消防隊を設置するとともに活動要領を
定め、自衛消防隊員の装備等着装訓練、放水
訓練、徒手搬送訓練や応急救護講習を実施し
ています。また、消火訓練（年１回）及び公
設消防署と合同で総合訓練（年１回）を実施
しています。

質量分析計による同位体組成の分析
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MHI原子力研究開発株式会社
MHINuclearDevelopmentCorporation

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村舟石川６２２－１２

（〒３１９－１１１１）
電話 ０２９－２８２－９１１１（代表）

敷地面積 約２３，０００㎡
職 員 数 約８０名
■設立の目的及び現在までの経過
MHI原子力研究開発㈱（略称NDC）は三菱重
工業㈱高砂研究所東海試験場と三菱原子力工業
㈱原子力開発センター東海研究所の業務を受け
継いで平成２年４月に設立され、原子力発電所
及び原子力関連施設で使用される原子燃料、原
子炉構成材料や化学、放射線等の分野において、
安全性・信頼性及び性能の向上を目指した各種
試験研究並びに実証研究を行っています。
■事業の概要

敢 原子燃料の研究開発
原子力発電所で使用される原子燃料につい

て、改良・開発研究を行っています。また、
燃料ホットラボ施設では、原子力発電所で照
射された燃料について、その性能評価試験を
行っています。

柑 原子力発電プラント機器材料の研究開発
実際の原子炉容器内にあらかじめ取り付け

た試験片を定期的に取り出して調査し、材料

が放射線を受けることによる性質の変化を調
べたり、プラント内で使われた機器材料の詳
細な試験を通して、その健全性確認や耐放射
線性に優れた新材料の開発研究を行っていま
す。
また、発電所内に多数設置されている空気
浄化の為のフィルターの経年性能変化を調
べ、プラントの信頼性・安全性を評価するた
めの試験を行っています。

桓 化学、放射線・放射能に係わる研究開発
放射能閉じこめ、放射線被ばく防止、放射
性廃棄物の処理・処分を行い、原子力施設の
安全性向上や技術開発に努めています。
■安全確保対策
総合防災訓練を年１回実施しています。また、
確実な通報連絡体制構築のため、県との専用回
線のほかひたちなか・東海広域消防本部との専
用回線を設置するとともに、災害時優先電話（携
帯電話含む）に登録し、社内においては月１回
就業時間内及び年１回就業時間外に緊急連絡シ
ステムによる通報連絡訓練を実施しています。
更に消防体制強化のため避難・消火訓練を年１
回実施しています。

遠隔操作による放射性材料の
調査・試験風景

総合防災訓練
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積水メディカル株式会社 創薬支援センター
SekisuiMedicalCo.,Ltd.DrugDevelopmentSolutionsCenter

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村村松２１１７

（〒３１９－１１８２）
電話 ０２９－２８２－０２３２（代表）

敷地面積 約３４，０００㎡
建物面積 約１３，５００㎡
職 員 数 約１５０名
■設立の目的
積水メディカル㈱創薬支援センターはラジオ

アイソトープの事業を通じ、学術研究の進歩と
発展に貢献することを目的に、１９６５年に第一化
学薬品㈱東海研究所として開設いたしました。
■現在までの経過
１９６５年５月 東海研究所開所
１９９９年１月 研究所名を薬物動態研究所に改

称
２００８年４月 積水化学工業㈱メディカル事業

部門と経営統合し、積水メディ
カル㈱に社名変更

２０１６年１月 事業所名を創薬支援事業部創薬
支援センターに改称

２０１９年９月 事業所名を創薬支援センターに
改称

■事業の概要
医薬品開発における安全性や有効性を評価す

る研究を製薬会社から受託しています。3H、14C
等のラジオアイソトープをトレーサーとして活
用し、医薬品等の体内への吸収、分布、代謝、
排泄（動態試験）を明らかにすることにより、
安全性を評価します。また、遺伝子技術や超高

感度分析技術を応用して、スピーディかつ信頼
性の高い技術で医薬品開発をサポートしていま
す。
敢 標識化合物の受託合成
医薬品等の標識化合物の合成・精製

柑 医薬品等の薬物動態試験の受託
ラット等の実験動物を用いた薬物動態試験

桓 医薬品の安全性に関する受託試験（トキシ
コキネティクス試験）
医薬品等の安全性試験における生体試料中
の薬物濃度測定

棺 インビトロ薬物試験の受託
細胞・酵素系によるヒトでの代謝、薬効、
副作用をより早期に予測する薬物評価試験

款 ヒト薬物濃度測定試験の受託
ラジオイムノアッセイ、ラジオレセプター
アッセイ、超高感度分析機器による薬物濃度
測定系の開発ならびに測定

歓 遺伝子関連評価試験の受託
ゲノム技術を用いた薬効、副作用の早期予
測と薬物代謝に関する個人差を解明するため
の評価試験
■安全確保対策
敢 通報連絡体制
確実な通報連絡体制を構築するため、茨城
県指導の訓練及び防災訓練を含め、年３回通
報連絡訓練を実施しています。

柑 防災訓練
東海消防署の指導の下、防災訓練を年２回
実施しています。

総合防災訓練

ラジオアイソトープ実験棟
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株式会社ジェー・シー・オー 東海事業所
JCOCo.,Ltd.TokaiPlant

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村石神外宿２６００

（〒３１９－１１０１）
電話 ０２９－２８７－０５１１（代表）

敷地面積 約１５６，０００㎡
建物面積 約１２，０００㎡
職 員 数 約４０名
■設立の目的及び現在までの経過
㈱ジェー・シー・オーの親会社である住友金

属鉱山株式会社は、昭和３２年から新しいエネル
ギー源として原子力の平和利用実用化のため、
核燃料の製造技術の研究開発につとめ、独自の
溶媒抽出法による六フッ化ウランから、二酸化
ウランへの転換技術を開発しました。昭和４４年
８月に、住友金属鉱山株式会社核燃料事業部と
して転換加工事業の許可を受け、昭和４８年２月
末、東海工場を完成、同年３月操業を開始しま
した。事業の進展に伴い、昭和５５年１２月には日
本核燃料コンバージョン株式会社として独立
し、昭和５８年４月、第２加工施設棟を完成しま
した。
また、事業拡大を目的として平成１０年８月に、

株式会社ジェー・シー・オーに名称変更をしま
した。
平成１１年９月３０日、原子力事業所としてあっ
てはならない臨界事故を起こし、地域の皆様を
はじめ、多くの方々に大変なご迷惑をおかけい
たしました。
これをふまえ、平成１５年４月１８日にウラン再
転換事業の再開を断念しました。現在は旧加工
設備の解体撤去が完了し、建屋の管理区域解除
等、将来の廃止措置に向けた作業を安全第一に
継続しています。
■事業の概要
引き続き、低レベル放射性廃棄物の適切な保
管管理、施設の安全な維持管理に努めるととも
に、不要な機器・設備の解体撤去及び管理区域
解除を進めます。
■安全確保対策
敢 通報連絡訓練の実施（県実施分を含み年３
回全社員参加）

柑 所内教育訓練の実施（年４回全社員対象）
桓 所内防護隊の訓練実施（月１回）
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日本照射サービス株式会社 東海センター
JapanIrradiationServiceCo.,Ltd.TokaiCenter

■施設の概要
所 在 地

那珂郡東海村石神外宿２６００
（〒３１９－１１０１）
電話 ０２９－２７０－５１１１
FAX ０２９－２７０－４５８１

営 業 部 東京都港区新橋５－１１－３
（〒１０５－８７１６）
電話 ０３－５４０３－７７１１
FAX ０３－５４０３－７７１２

敷地面積 １３，２９５㎡
建物面積 ６，１５１㎡
職 員 数 約４０名
■設立の目的及び現在までの経過
密封線源であるコバルト６０のγ線照射による

受託照射サービス事業を行うことを目的として
平成８年８月に設立され、平成１０年１月から東
海センターが操業を開始しました。医療機器及
び医薬品製造業の許可や品質保証の国際規格で
あるISO９００１、環境マネジメントシステム規格
ISO１４００１等の認証を取得しております。平成２１
年４月よりγ線照射に加え電子線照射サービス
事業を開始しました。

■事業の概要
医療機器、理化学器材、食品包材、実験動物
用飼料等の滅菌・殺菌や電子部品をはじめ各種
工業材料の改質処理など放射線照射に係る広範
囲な受託照射サービスを行っています。
■安全確保対策
敢 確実な通報連絡体制構築及び対応のため、
毎年火災を想定した訓練を３回、放射線量異
常を想定した訓練を１回実施しています。

柑 緊急時には、社員を一斉に招集できるシス
テムを構築しています。また、緊急時の通信
手段を確保するため、災害時優先回線（電話
やファックス）の設置及び停電時の電源確保
を行っています。

桓 リスクや放射線に関する社員教育を毎月実
施しています。

棺 照射依頼物の安全性を確認した後に照射を
行っています。

款 設備は震度５相当の地震が発生すると自動
停止します。

東海消防署との合同訓練

本社／東海
セ ン タ ー
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展 示 館 等 紹 介
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■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村村松北２－７－４３

（〒３１９－１１０８）
電話 ０２９－２８７－０４８６
FAX ０２９－２２９－３０１３
ホームページ
http://www.japc.co.jp/gendenkan/
tokai/

駐車可能台数 自家用車３０台
交 通 ・常磐自動車道日立南太田ICか

ら約１０分
・常磐自動車道東海スマートIC
から約１０分

・常磐自動車道那珂ICから約２５分
・東水戸自動車道ひたちなかIC
から約２０分

・JR常磐線東海駅下車タクシー
で約１０分

開館時間 ９：００～１６：００
休 館 日 月曜日（祝日の場合は翌平日）、

年末年始（１２／２９～１／３）
入 館 料 無料

■展示の概要
ふれあいの広場、研修ホール、パネルをご覧
いただきながら簡単に答えられるクイズを行
い、エネルギーや原子力について身近に感じて
頂くこと、また、バーチャルリアリティーによ
る発電所案内ツアー、地域の皆さまの展示の場
としてご使用いただく「ふれあいギャラリー」
（春夏秋冬のつるし飾り等）を自由にご見学でき
る施設です。

＊東海原子力館（東海テラパーク）は事前にご
予約されたお客様の施設として使用しており
ます。（２０２０年１０月２日から）

東海原子力館 別館 外観

日本原子力発電株式会社 東海原子力館 別館
JAPCPublicRelationsPavilion

東海原子力館（東海テラパーク）外観

至 日立駅 至 日立市

原電通り

原研通り

至 水戸駅 至 ひたちなか市

常陽銀行

幸楽苑

東口

イオン
東海店

西口

JR
常
磐
線

ストッカー

GS 東海村立
東海中学校

東海村立
東海病院

原子力
科学館

ココス

（国）日本原子力
研究開発機構

日本原子力発電（株）
東海発電所
東海第二発電所

すき家

総合福祉センター
『絆』

東
海
駅

245

セブン
イレブン
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公益社団法人 茨城原子力協議会 原子力科学館
IbarakiScienceMuseumofAtomicEnergy

■施設の概要
所 在 地 那珂郡東海村村松２２５－２

（〒３１９－１１１２）
電話 ０２９－２８２－３１１１
FAX ０２９－２８３－０５２６
ホームページ
http://www.ibagen.or.jp/

交 通 煙車を利用の場合
・東京方面より／常磐自動車道・
那珂ICから約３０分

・福島方面より／常磐自動車道・
日立南太田ICから約２０分
※ETC車は東海スマートICか
ら約１０分

・水戸方面より／東水戸道路・ひ
たちなかICから約２０分

煙公共交通機関を利用の場合
・JR「東海駅」東口より茨交バス
茨城東病院行「原研前」下車
徒歩約２分

開館時間 ９：００～１６：００
休 館 日 月曜日（祝日の場合は翌日）

年末年始（１２／２９～１／３）
入 館 料 無料
駐 車 場 乗用車２６台、大型バス２台

■展示館の特徴
原子力科学館は、原子力に関する総合展示館
です。
「宇宙はどうしてはじまったの？」「原子力っ
てなんなの？」「放射線はどんな役に立つの？」
「これからの科学技術って？」
原子力科学館はこんな疑問にやさしく楽しく
答えます。
令和２年度から５カ年計画で展示物のリ
ニューアルを行っており、２年には、ガイダン
スシアター「アトミックトラベル─原子の力─」
が完成。
令和４年には、世界最大級の「大型霧箱」が
整備されました。
令和５年３月には「ネイチャータウン─自然
界の放射線─」が展示開始となります。
是非ご来館下さい。

外観全景

「ネイチャータウン－自然界の放射線－」（令和５年３月完成）

ガイダンスシアター「アトミックトラベル

世界最大級の霧箱（令和４年３月完成）
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東海村原子力のあゆみ
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１９５６年２月
（昭和３１年）４月

５月

６月
７月
８月
９月

１９５７年１月
（昭和３２年）

４月
６月
７月
８月
１１月
１２月

１９５８年４月
（昭和３３年）

１９５９年３月
（昭和３４年）

７月

１１月

１２月

１９６０年１月
（昭和３５年）４月

６月

８月
１０月

１９６１年２月
（昭和３６年）

６月
１０月

１１月

１９６２年８月
（昭和３７年）９月

１９６３年８月
（昭和３８年）１０月

１１月

原子力研究施設誘致東海村期成同盟結成
県 原子力研究施設協力本部を設置
原子力委員会、原子力研究所の敷地を東海
村に決定
特殊法人日本原子力研究所（以下「原研」）
建設事務所開所
原研 発足
東海村に都市計画法適用
原子燃料公社（以下「原燃」）発足
原子力委員会「原子力開発利用長期基本計
画」を内定

県 「原子力平和利用茨城博覧会」を水戸市
で36日間開催
県 衛生研究所に放射能室を新設
原燃 製錬所の敷地、東海村に決定
原研 東海研究所設置
原研 わが国初の原子炉（JRR-1）臨界
日本原子力発電㈱（以下「原電」）発足
原研 JRR-1で国産アイソトープの生産開始

県立原子力館開館（水戸市）

原燃 東海製錬所発足
原燃 東海製錬所、初の金属ウラン製造に成功
原燃 東海製錬所、初のイエローケーキ製
造に成功
古河電気工業㈱、富士電機製造㈱の2社、
東海村に進出を決定
住友原子力工業㈱東海研究所（仮称）、東
海村石神外宿に敷地を決定
（社）日本原子力産業会議茨城原子力開発協
議会発足

原電 東海発電所建設工事着手
放射線医学総合研究所（以下「放医研」）
東海支所設置
農林省 放射線育種場開設
県 放射能対策審議会設置
三菱原子力工業㈱研究所東海分室（仮称）、
東海村舟石川に敷地を決定
日本電信電話公社電気通信研究所茨城支所発足
原研 研究用原子炉（JRR-2）臨界

原子力委員会 「原子力開発利用長期計画」
を決定
原電 東海発電所起工式
県 放射能対策審議会を廃止し、知事の附
属機関として原子力審議会を設置
県 原子力事務局設置

原研 軽水臨界実験装置（TCA）臨界
原研 国産一号炉（JRR-3）臨界

動力試験炉（JPDR）臨界
原研 動力試験炉（JPDR）わが国初の原子
力発電試験に成功
科学技術庁 水戸原子力事務所設置
県 機構改革により「原子力事務局」を廃
止し、「企画開発部原子力課」を設置

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

閣議で10月26日を「原子力の日」に決定

原研 研究用原子炉（JRR-4）臨界
原研 大洗研究所起工式
原電 東海発電所原子炉臨界
第一化学薬品㈱東海研究所開所
（財）日本原子力普及センター（以下「普及セ
ンター」）発足
東海地区放射線管理協議会が発足

県 原子力館廃館
県 機構改革により「企画開発部原子力課」
を「開発部原子力課」に改組
原電 東海発電所営業運転開始
普及センターが県立原子力館を継承吸収し
て東海村に原子力展示館を設置
住友原子力工業㈱東海研究所開所

原研 大洗研究所設置
原子力委員会 「原子力開発利用長期計画」
を決定
原研 高速炉臨界実験装置（FCA）臨界
動力炉・核燃料開発事業団（以下「動燃」）
発足（原燃を改組）

県 原子力審議会「原子力に関する安全確
保上の措置について」知事に答申
原研 大洗の材料試験炉「JMTR」臨界

動燃 ウラン濃縮実験に成功
放医研 臨海実験場完成
（財）日本原子力文化振興財団発足（普及セン
ターを改称）

動燃 大洗工学センター開所

東大 高速中性子源研究炉「弥生」臨界
動燃 東海事業所が使用済核燃料再処理工
場の建設に着手
知事「茨城県東海地区環境放射線監視委員
会」を設置
放射能災害防災訓練
三菱原子燃料㈱（以下「三菱原燃」）設立

三菱原燃 東海製作所発足
三菱原燃 ウラン加工事業許可
日本核燃料開発㈱設立
三菱重工業㈱・技術本部高砂研究所 東海
試験場設立
原子力委員会 「原子力開発利用長期計画」
を決定
県 機構改革により「開発部原子力課」を
「環境局原子力課」に改組
県 機構改革により「衛生研究所放射能室」
を「公害技術センター放射能部」に改組
（財）温水養魚開発協会発足
住友電気工業㈱と古河電気工業㈱が原子燃
料工業㈱（以下「原燃工」）を設立

住友金属鉱山㈱東海核燃料工場完成

１９６４年７月
（昭和３９年）

１９６５年１月
（昭和４０年）４月

５月

８月

１２月

１９６６年５月
（昭和４１年）７月

１０月

１１月

１９６７年４月
（昭和４２年）

１０月

１９６８年１月
（昭和４３年）

３月

１９６９年５月
（昭和４４年）６月

７月

１９７０年３月
（昭和４５年）

１９７１年４月
（昭和４６年）６月

１０月

１１月
１２月

１９７２年１月
（昭和４７年）

２月
４月

６月

７月

１９７３年３月

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫
貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

東海村原子力のあゆみ

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫
貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫
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（昭和４８年）
６月

８月

１９７４年１０月
（昭和４９年）１２月

１９７５年６月
（昭和５０年）８月

１９７６年６月
（昭和５１年）

１１月

１９７７年４月
（昭和５２年）

９月

１９７８年１月
（昭和５３年）３月

８月

１１月

１９７９年３月
（昭和５４年）

６月

７月

１０月

１２月

１９８０年１月
（昭和５５年）１２月

１９８１年９月
（昭和５６年）

１１月

１９８２年３月
（昭和５７年）

４月

５月

県 機構改革により「原子力課」を廃止し、
大気保全課に「放射能係」を設置
原電 東海第二発電所建設工事着手
県放射線監視委員会、環境放射線監視結果
を評価する為の「目やすレベル」を策定

原研 JRR-4から茨城国体の炬火を採火
県及び関係市町村と原子力事業所が「原子
力施設周辺の安全確保及び環境保全に関す
る協定」を締結

原研 安全性研究炉（NSRR）臨界
放医研 東海支所を那珂湊支所に改組

県 機構改革により「大気保全課」を「大
気原子力課」に改組
村民対象の原子力施設見学会を開催

（財）日本原子力文化振興財団、「茨城原子力
文化センター」を開館
動燃 高速実験炉「常陽」臨界
動燃 再処理工場ホット試験開始

原電 東海第二発電所臨界
動燃 敦賀で新型転換炉「ふげん」本格運
転開始
（財）核物質管理センター保障措置分析所発足
原研 研究用原子炉（JRR-1）が記念展示
館としてオープン
原電 東海第二発電所営業運転開始

米国スリーマイル島（TMI）原子力発電所
事故発生
（財）核物質管理センター保障措置分析所［現：
（財）核物質管理センター東海保障措置セン
ター］が核燃料物質の分析・測定業務開始
県 機構改革により「大気原子力課」を「原
子力安全対策課」に改組
茨城県原子力協議会を社団法人に改組
「茨城原子力文化センター」を（社）茨城県原
子力協議会に統合し、「茨城原子力セン
ター」と改称
県 環境局に原子力担当技監を設置
日本核燃料コンバージョン㈱設立［現：
ジェー・シー・オー東海事業所］
原研 核融合研究施設、那珂町向山で起工式

原子燃料工業㈱東海製造所操業開始
住友金属鉱山㈱東海試験所発足
住友金属鉱山㈱東海核燃料工場の事業を日
本核燃料コンバージョン㈱東海核燃料工場
と住友金属鉱山㈱東海試験所が継承
県防災会議 茨城県原子力災害応急対策計
画を修正

（財）原子力安全技術センター 放射線取扱主
任者講習所設置
茨城県東海地区原子力防災訓練の実施

県及び関係市町村と動燃が『高速実験炉「常
陽」使用済核燃料輸送の安全確保に関する
覚書』を締結
（財）原子力工学試験センター[現：原子力発
電技術機構] 勝田工学試験所開所
県原子力医療センター開設

原子力委員会 「原子力開発利用長期計画」
を決定
県及び那珂町と三菱原子燃料㈱が「原子力
施設周辺の安全確保及び環境保全に関する
協定」を締結
県防災会議 地域防災計画（原子力計画）
を修正（原子力施設上空の飛行規制措置）

県及び大洗町と日揮㈱が「原子力施設周辺の
安全確保及び環境保全に関する協定」を締結
県 「緊急時環境放射線モニタリングマ
ニュアル」を策定
県及び東海村と動燃が『新型転換炉「ふげ
ん」発電所の使用済燃料の輸送の安全確保
に関する協定』を締結

三菱金属那珂原子力開発センター設立
日揮㈱大洗原子力技術開発センター設立
動燃 高速増殖炉燃料サイクルの環が完成
県及び東海村と関係電力会社が「再処理及
び照射後試験のための使用済燃料の輸送の
安全確保に関する協定」を締結

茨城原子力センター再整備完了
原研 日本原子力船研究開発事業団統合
原研 那珂研究所設置
原研 那珂研究所の臨界プラズマ試験装置
（JT-60）ファーストプラズマ点火
原研 高温ガス炉臨界実験装置（VHTRC）臨界
「いばらき原子力30年展」を展開（（社）茨城
県原子力協議会主催）
原研 研究用原子炉（JRR-3）改造工事着手
原子力防災訓練を実施

ソ連チェルノブイリ原子力発電所事故発生
動燃 プルサーマル燃料を初出荷
東海村原子力30年祭の開催（茨城県、東海
村、原研、動燃、原電共催）
三菱原子力工業㈱東海研究所設立
原研 動力試験炉（JPDR）解体撤去工事着手

原子力委員会 「原子力開発利用長期計画」
を決定
原研 那珂研究所臨界プラズマ試験装置
（JT-60）臨界プラズマ条件の目標領域に
到達

原燃輸送㈱東海事業所［現：東海輸送事務
所］設置
県及び東海村と東北電力㈱及び日本原子力
発電㈱が「再処理及び照射後試験のための
使用済燃料輸送の安全確保に関する協定」
を締結
（財）原子力施設デコミッショニング研究協
会、東海村に設立

動燃 混合酸化物燃料製造100トン達成
県 那珂町及び東海村と原研 那珂研究所
が「原子力施設周辺の安全確保及び環境保
全に関する協定」を締結

レーザー濃縮技術研究組合東海濃縮実験所
開設
原研 研究用原子炉（JRR-3・改造炉）臨界
ニュークリア・デベロップメント㈱発足（三

６月

１２月

１９８３年３月
（昭和５８年）

９月

１９８４年７月
（昭和５９年）

９月
１０月

１９８５年１月
（昭和６０年）３月

４月

５月
７月

８月
１０月

１９８６年４月
（昭和６１年）

１０月

１２月

１９８７年６月
（昭和６２年）

９月

１９８８年４月
（昭和６３年）

１２月

１９８９年３月
（平成元年）１１月

１９９０年１月
（平成２年）

３月
４月
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菱重工業㈱高砂研究所東海試験場と三菱原
子力工業㈱東海研究所を統合）
レーザー濃縮技術研究組合東海濃縮実験所
で第一期研究開始
動燃 再処理工場で使用済燃料の累積処理
量500トン達成

原電 東海発電所営業運転25周年
茨城県原子力防災訓練の実施

茨城原子力センター別館開館
原電 東海第二発電所総発電電力量1,000
億kWh達成
企画展「茨城の原子力産業展」開催(茨城
県原子力協議会）

返還プルトニウム原電東海港着
県 機構改革により「環境局」を「生活環
境部」に改組
動燃 「アトムワールド」新装オープン
原電 「東海テラパーク」新装オープン
原子力防災訓練（通信 モニタリング）開催
三菱原子燃料㈱東海製作所PWR燃料集合
体製造10,000体達成

動燃 高速増殖炉「もんじゅ」初臨界
住友金属鉱山㈱「東海試験所」を「エネル
ギー・環境事業部技術センター」に改称
動燃 ガラス固化技術開発施設（TVF）
ホット試運転開始

動燃 リサイクル機器試験施設（RETF）着工
原研 定常臨界実験装置（STACY）臨界
原研 過渡臨界実験装置（TRACY）臨界

原研 JPDR解体実地試験終了
茨城県原子力協議会 本館改修・整備完了
「茨城原子力文化センター」を「原子力科学
館」に改称し新装オープン
原電 東海発電所の営業運転停止決定（平
成10年3月末目途）
原電 東海発電所営業運転30周年
（社）茨城県原子力協議会を（社）茨城原子力協
議会に改称
日本照射サービス㈱設立
原子力40周年記念フェア開催（主催/茨城
原子力協議会 共催/茨城県、東海村、大
洗町、原研、動燃、原電）
原研 那珂研究所JT-60で初の臨界プラ
ズマ条件達成

動燃 アスファルト固化処理施設で火災爆
発事故発生
関係市町村と原子力事業所が「原子力事業
所に係る隣々接市町村域の安全確保のため
の通報連絡協定」を締結
動燃 ウラン廃棄物屋外貯蔵ピット内の保
管管理が問題化

三菱原子燃料㈱本社を東海へ移転
動燃 地層処分放射化学研究施設（QUALITY）
建設着工
原電 東海発電所の営業運転を停止
行政機構改革で「原子力対策課」を新設
原電東海テラパーク入館者100万人達成

５月

１１月

１９９１年７月
（平成３年）１１月

１９９２年４月
（平成４年）８月

１０月

１９９３年１月
（平成５年）４月

７月
１１月

１９９４年４月
（平成６年）

９月

１９９５年１月
（平成７年）

１２月

１９９６年３月
（平成８年）４月

６月

７月

８月
１０月

１９９７年３月
（平成９年）

８月

１９９８年１月
（平成１０年）

３月
４月
６月

７月
１０月

１１月
１２月

１９９９年２月
（平成１１年）９月

２０００年４月
（平成１２年）

９月

１１月

２００１年４月
（平成１３年）

６月

７月
９月
１２月

２００２年３月
（平成１４年）

６月

９月

２００３年３月
（平成１５年）

４月

２００４年４月
（平成１６年）

２００５年１０月
（平成１７年）

２００６年４月
（平成１８年）８月

１０月

２００７年１月
（平成１９年）

７月

２００８年１２月
（平成２０年）

原研 東海研究所JRR-4（改造炉）臨界
動燃 核燃料サイクル開発機構（以下「サ
イクル機構」）へ改組
原研 大洗研究所HTTR臨界
常陸那珂火力発電所東京電力1号機着工

サイクル機構 本社が村内へ移転
㈱ジェー・シー・オー東海事業所、転換試
験棟で臨界事故発生

原研 那珂研究所ITER用超伝導原型コイ
ルの実験成功（直流動作目標値を達成）
原子力安全協定及び通報連絡協定の締結市
町村の範囲を拡大
住民参加による東海村独自の原子力防災訓
練を実施
サイクル機構 再処理施設の運転再開

放医研 「那珂湊放射生態学研究センター」を
「放射線安全研究センター那珂湊支所」に改称
三菱マテリアル 「環境・エネルギー研究所」
を「総合研究所那珂研究センター」に改称
サイクル機構 「大洗わくわく科学館」開館
県、市町村 原子力防災訓練実施
原研 大洗研究所HTTR世界で初めて
850℃の高温ヘリウムガス取り出しに成功
原電 東海発電所廃止措置着手

茨城県原子力オフサイトセンターおよび原
子力緊急時支援・研修センター開所
サイクル機構 再処理施設の使用済燃料累
積処理量が1,000トン達成
原研と文部科学省 高エネルギー加速器研
究機構との共同プロジェクト「大強度陽子
加速器施設」着工
県、市町村 「茨城県原子力オフサイトセン
ター」および「原子力緊急時支援・研修セ
ンター」を拠点とした住民参加の原子力防
災訓練を実施

サイクル機構 1978年3月の初臨界以来
運転を行ってきた新型転換炉ふげん発電所
25年に亙る運転を終了
サイクル機構 「テクノ交流館リコッティ」開館

原研 大洗研究所HTTR世界で初めて950
℃の高温ヘリウムガス取り出しに成功

日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機
構が統合し、「独立行政法人 日本原子力研
究開発機構」（以下「原子力機構」）が発足

JCO臨界事故展示公開
原電 東海第二発電所総発電電力量2,000
億kWh達成
茨城原子力50周年記念式典

J-PARCリニアックが181MeVエネルギー
（光速の約半分の速さ）までの陽子ビーム加
速に成功
新潟県中越沖地震により、柏崎刈羽原子力
発電所被災

J-PARC物質・生命科学実験施設の供用を
開始
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シンポジウム「JCO事故から10年を迎え
て」（会場：リコッティ）
J-PARCニュートリノ実験施設において
ニュートリノ初検出に成功

JRR-4において、ホウ素中性子捕捉療法に
よる脳腫瘍等の臨床研究について100症例
を達成
原子力機構 核不拡散・核セキュリティ総
合支援センターを設置

東日本大震災発生（マグニチュード9.0）
東京電力福島第一原子力発電所事故発生
（原子力災害対策特別措置法施行後初の原
子力緊急事態宣言発令）
東京大学、高速中性子源炉「弥生」の運転
を停止

核サ研「アトムワールド」閉館
「テクノ交流館リコッティ」を「リコッティ」
改称
原子力規制委員会が発足

東海村地域防災計画（原子力災害対策計画
編）改定
J-PARCハドロン実験施設からの放射性
物質の漏えい事故発生
原子力発電所の新規制基準施行
核燃料施設等の新規制基準施行
常陸那珂火力発電所東京電力2号機営業運
転開始

東海村地域防災計画（原子力災害対策計画
編）改定

JCO 保管溶媒焼却設備の試運転開始
独立行政法人日本原子力研究開発機構が国
立研究開発法人日本原子力研究開発機構に
名称変更
原電 商業炉として初めて極低レベル放射
性廃棄物（L3）の埋設処分について、原子
力規制委員会に申請

「リコッティ」が、東海村村所有の「東海村
産業・情報プラザ」、愛称「アイヴィル（iVil）
となる。
総合福祉センター及び村立東海病院の原子
力災害対策整備（陽圧化）工事が完了
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
那珂核融合研究所が、国立研究開発法人量
子科学技術研究開発機構 核融合エネル
ギー研究開発部門 那珂核融合研究所とし
て発足

東海村役場の原子力災害対策整備（陽在化）
工事が完了
日本原子力研究開発機構大洗研開発セン
ター燃料研究棟において管理区域内の汚染
及び作業員の被ばく事故発生
住民参加による東海村独自の広域避難訓練
を実施
原電 東海第二発電所の運転期間延長認可
を原子力規制委員会に申請

２００９年９月
（平成２１年）

１１月

２０１０年３月
（平成２２年）

１２月

２０１１年３月
（平成２３年）

２０１２年３月
（平成２４年）４月

９月

２０１３年３月
（平成２５年）

５月

７月
１２月

２０１４年８月
（平成２６年）

２０１５年１月
（平成２７年）４月

７月

２０１６年１月
（平成２８年）

３月

４月

２０１７年３月
（平成２９年）

６月

７月

１１月

２０１８年１月
（平成３０年）

３月

４月
６月

７月

９月

１０月

１１月
１２月

２０１９年１月
（平成３１年）

４月
（令和元年）

６月

９月

１０月

２０２０年３月
（令和２年）

４月
９月

１２月

２０２１年２月
（令和３年）３月

５月

７月

原科研 原子炉安全性研究炉（NSRR）新
規制基準への適合性審査に係る原子炉設置
変更許可
東海村、日立市、ひたちなか市、那珂市、
常陸太田市、水戸市と日本原子力発電株式
会社が、茨城県を立会人として「日本原子
力発電株式会社東海第二発電所の新規制基
準適合に伴う稼働及び延長運転に係る原子
力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関
する協定」を締結
原子力研究開発推進自治体協議会設立
核サ研 再処理施設（東海再処理施設）の
廃止措置計画認可
住民参加による東海村独自の広域避難訓練
を実施（取手市への広域避難等を実施）
原電 東海第二発電所の新規制基準への適
合性審査に係る原子炉設置変更許可
原電 東海第二発電所の新規制基準への適
合性審査に係る工事計画認可
原電 東海第二発電所の運転期間延長認可
原電 東海第二発電所屋内開閉所において
作業員の感電死事故発生

核サ研 プルトニウム燃料第二開発室での
放射性物質の漏えい事故発生
東海村地域防災計画（原子力災害対策計画
編）改定
住民参加による東海村独自の広域避難訓練
を実施（つくばみらい市への広域避難等を
実施）
日本原子力研究開発機構 大洗研究所 材
料試験炉（JMTR）二次冷却系統の冷却塔
が台風により倒壊
原電 東海第二発電所の特定重大事故等対
処施設の設置等に係る原子炉設置変更許可
を原子力規制委員会に申請
積水メディカル㈱ 「創薬支援事業部創薬
支援センター」を「創薬支援センター」に
改称
フォーラム「東海村原子力安全フォーラム
…JCO臨界事故を教訓として、ともに考え
る…」（会場：東海文化センター）
住友金属鉱山㈱ 核燃料物質の使用を終了
し原子力施設を廃止

原科研 原子炉安全性研究炉（NSRR）の
運転再開
JCO 保管溶媒の焼却終了
日本原子力研究開発機構 大洗研究所ナト
リウム分析室（管理区域）にて火災
講演会「“原発問題”を自分のこととして
考えるとは？」（会場：東海文化センター）
第１回目の東海村自分ごと化会議を開催
（会場：東海村産業・情報プラザ）

原科研 JRR-３の運転再開
第２回目の“東海村自分ごと化”会議を開
催（会場：東海村・産業情報プラザ）
東海村“自分ごと化”会議参加者による日
本原子力発電㈱東海発電所・東海第二発電
所見学
「試験研究炉等における原子力災害に備え
た東海村屋内退避及び避難誘導に関する基
本方針」を策定
第３回目の東海村“自分ごと化”会議を開
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催（会場：東海村・産業情報プラザ）
東海村“自分ごと化”会議参加者による東
京電力ホールディングス㈱福島第一原子力
発電所等の見学
第４回目の東海村“自分ごと化”会議を開
催（会場：東海村・産業情報プラザ）
国立研究開発法人 量子科学技術研究開発
機構「核融合エネルギー部門 那珂核融合
研究所」を「量子エネルギー部門 那珂研
究所」に改称
第５回目の東海村“自分ごと化”会議を開
催（会場：東海村・産業情報プラザ）
原電 東海第二発電所の特定重大事故等対
処施設の設置等に係る原子炉設置変更許可

「ニュークリア・デベロップメント㈱」が
「MHI原子力研究開発㈱」に改称
住民参加による試験研究炉での原子力災害
を想定した東海村独自の屋内退避・避難誘
導訓練を実施
住民参加による東海村独自の東海村広域避
難訓練を実施（守谷市への広域避難等を実
施）

１０月

１２月

２０２２年１月
（令和４年）

３月

１０月

貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫貫
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［あ行］
アルファ線（α線）：

放射線の一種で、陽子２個と中性子２個からなるヘリウムの原子核と同じ構造の粒
子。物質を通り抜ける力は弱く、空気中では数センチメートルしか進めず、紙１枚程
度で止める事ができる。体内にアルファ線を放出する放射性物質を摂取した場合、人
体への影響はベータ線やガンマ線より大きい。

安定ヨウ素剤：
放射性ではないヨウ素をヨウ化カリウムの形で製剤した薬
品。ヨウ素は、甲状腺ホルモンの構成成分として必須の微量
元素である。甲状腺はヨウ素を取込み蓄積し、それを用いて
甲状腺ホルモンを合成するという機能があるため、原子力施
設等の事故で環境中に放出された放射性ヨウ素が呼吸や飲食
により体内に摂取されると甲状腺に集まり組織内で一定期間
放射線を放出する。その結果、甲状腺障害が起こり、比較的低い線量域では甲状腺が
んを、高線量では甲状腺機能低下症を引起こす可能性がある。これらの障害を防ぐた
めに、放射性ヨウ素を取り込む前に甲状腺を安定ヨウ素で飽和しておくのが安定ヨウ
素剤服用の目的である。安定ヨウ素剤は内部被ばくのうち甲状腺被ばくの低減のみ効
果がある。効果は、投与時期に大きく依存し、放射性ヨウ素吸入直前の投与が最も効
果が大きく、放射性ヨウ素の吸入後であっても８時間以内であれば約４０％、２４時間以
内であれば７％程度の抑制効果が認められるとされる（HealthPhys，７８，２０００）。なお、
ヨウ素剤は医師等による服用判断が必要となる。

［か行］
外部被ばく：

人体の外部から放射線を受ける被ばく。一般の人の受ける外部被ばくとしては、宇
宙線、大地の中の放射性物質等からの放射線があり、X線による診断も含まれる。

確定的影響：
放射線防護の視点から、被ばく線量と影響の現れ方の関係に注目した分類方法で、
一定の線量（しきい線量）を超えると発症し、その重篤度が線量に依存する影響。確
定的影響の代表的な例とし
て、骨髄造血機能低下、脱毛、
白内障、悪心･嘔吐等がある。
しきい線量は、５年以内に、
被ばくした人の１～５％に症
状が現れる線量として定義さ
れている。

用語等の解説
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確率的影響：
放射線防護の視点から、被
ばく線量と影響の現れ方の関
係に注目した分類方法で、線
量の増加と共に発生確率が増
加し、重篤度は線量によらな
いとされる影響。放射線防護
の立場からは、しきい線量は存在しないと仮定してリスク評価が行われる。確率的影
響の代表的な例として、がん、白血病、遺伝的影響がある。

核融合：
原子核反応の一種で、水素、重水素、トリチウム等の質量の軽い原子核が核反応の
結果、より重い原子核になる現象。反応前と後では質量和は反応前の方が大きく、そ
の差がエネルギーとして放出される。この反応を利用して、エネルギーを取り出そう
とするのが、核融合炉である。

簡易型放射能測定装置（ベクレルモニター）：
食品や土壌などに含まれる放射能（単位はBq）の強度を放射性核種ごとに分析でき
る装置。測定結果は、リアルタイムでBq/kgで表示される。
検出器に高分解能、高感度のシンチレータ（ランタンブロマ
イド（LaBr３））を採用した測定装置で、東海村では放射能測
定の一次スクリーニング用として使用している。７００悪のマリ
ネリ容器による３０分間の測定で１３７Cs、１３４Cs、１３１Iの検出下限値
は約２５Bq/kgとなり、食品の出荷制限基準値である１００Bq/kg
（放射性セシウムについて）を下回る測定ができる。

ガンマ線（γ線）：
原子核の壊変によって原子核から放出される電磁波。物質を透過する力がアルファ
線やベータ線より強く、遮へいには鉛やコンクリートを用いる。

空間線量率（空間放射線量率）：
単位時間あたりの空間の放射線量。通常、測定対象はガンマ線や中性子線で、原子
力施設からの異常放出などによる環境中の放射線レベルの変動を監視するためにモニ
タリングステーション等で測定している空気吸収線量（率）と放射線防護の目的でサー
ベイメータなどで測定される１センチメートル線量当量（率）に大別される。
空気吸収線量は、単位体積あたりの空気に吸収された放射線のエネルギー量で、単
位はグレイ／時（Gy/h）。
１センチメートル線量当量（率）は、人の被ばくに着目して、外部被ばくによる実
効線量を評価するためにサーベイメータ等で測定される線量で、単位はシーベルト／
時（Sv/h）。

クリアランスレベル／クリアランス制度：
原子力施設の解体撤去や運転保守に伴って発生する固体廃棄物のうち、放射性物質
の放射能濃度が極めて低く人の健康への影響が無視できるため、放射性物質として扱
う必要のない物を区分する放射能のレベル。また、区分された固体廃棄物を再利用す
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ることができる制度をクリアランス制度という。
国際原子力機関（IAEA）などはクリアランスレベルを「放射線防護に係わる規制

の体系から外してよい物を区分するレベル」と定義づけている。
原子力規制委員会：

環境省の外局組織として設置された３条委員会。経済産業省下にあった原子力の安
全規制を担う原子力安全･保安院と内閣府の原子力安全委員会が統合された新しい原
子力規制行政の組織。

［さ行］
３条委員会：

国家行政組織法第３条第２項に規定されている委員会。上級機関（例えば、設置さ
れる府省の大臣）から指揮監督を受けず、独立して権限を行使することが保障されて
いる合議制の機関。

施設敷地緊急事態要避難者：
避難の実施に一般避難者以上に時間を要し、かつ、避難の実施により健康リスクが
高まらない要配慮者、安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服
用が不適切な者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置が必要な
者。

シーベルト（Sv）：
人が放射線に被ばくした場合の影響の度合いを表す組織等価線量や実効線量、ある
いは人の被ばくに着目してサーベイメータなどの測定器で測定される１センチメート
ル線量当量の単位である。

原子力規制委員会HPより
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人体の組織・臓器に吸収された放射線のエネルギー量（単位：グレイ（Gy））に、
放射線の種類やエネルギーによる違い（放射線荷重係数）を考慮して求めたものが組
織等価線量である。さらに、組織等価線量に、組織・臓器の放射線感受性の違い（組
織荷重係数）を考慮して求めた線量を、全ての臓器・組織について合計したものが実
効線量である。
組織等価線量や実効線量は放射線測定器で測定できないため、実用上は、実効線量
より安全側の評価となる１センチメートル線量当量を測定し、その線量を実効線量と
みなしている。
なお、全ての組織・臓器の組織荷重係数の和は、１であるので、γ線が全身に均等
に当たった場合は、シーベルトの値とグレイの値は等しくなる。

周辺監視区域：
原子力施設の周囲を柵等で区画し、その外側にいる一般の人の線量が法令に定める
値（年間１mSv）を超えないよう管理している区域。

新規制基準：
福島第一原子力発電所事故の反省をもとに、原子力発電所等の安全を守るために国
と原子力規制委員会により作成された従来の規制基準（核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律）に代わる新しい規制基準（２０１３年７月から施行）。
この新規制基準は、これまでと比べてシビアアクシデント（過酷事故）防止の規制
が強化されると同時に、万一シビアアクシデントやテロが発生した場合に対処するた
めの基準で、使用済燃料の再処理工場や中間貯蔵施設、大学や研究機関の研究用原子
炉等にも適用される。
主な新設項目や強化点は、
過酷事故対策として
・免震機能を持つ緊急時対策所の設置
・事故時に原子炉を冷却する電源車・移動式大容量ポンプ車等の配備
・航空機墜落などのテロへの対策
設計基準の見直しとして
・活断層の真上への原子炉建屋などの設置禁止
・最大級の津波を基準津波として想定
・地震・津波・火山・森林火災などに対する安全対策

などがある。
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従来の規制基準と新規制基準との比較

［た行］
中性子線（n線）：

原子核を構成する素粒子の一つで、電荷を持たず質量が水素の原子核（陽子）の質
量とほぼ等しい。中性子は、水やパラフィン、厚いコンクリートなど水素を多く含む
物質で止めることができる。吸収された線量が同じであれば、ガンマ線よりも人体に
与える影響は大きい。

［な行］
内部被ばく：

放射性物質が吸入や経口により、または創傷を介して体内に取り込まれることによ
り受ける被ばく。日本人は飲食物に含まれる４０Kなどの自然の放射性物質から、平均で
年間約０．９９ミリシーベルト被ばくしている。

［は行］
半減期：

放射性物質の量が元の量の半分になるまでの時間。放射性核種の原子は、放射線を
出すことにより安定した状態へと変化する。このため放射性物質の量は時間が経つと
ともに減少する。半減期は、放射性核種の種類により異なる。

避難行動要支援者：
要配慮者のうち、災害が発生したときに自ら避難することが困
難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に
支援を必要とする者。
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ベクレル（Bq）：
放射能の量を表す単位。１ベクレルは、１秒間に１個の原子核が壊れ、放射線をあ
る確率で放出している放射性物質の放射能の強さや量を表す。

ベータ線（β線）：
原子核の壊変にともなって、原子核から飛び出す電子。マイナスの電荷を持つもの
と、プラスの電荷を持つものがある。厚さ数mmのアルミニウムやプラスチックで止
めることができる。

防護措置実施の基準等に関する用語：
原子力災害対策指針で用いられている用語の意味は以下の通りである。

放射性物質：
放射線を出す能力をもつ原子（放射性核種）を含む物質。

放射線測定器（ガンマ線量率測定用のHORIBARadiPA－１０００）：
自宅等の空間ガンマ線量率（１３７Csの測定など）の測定を希望す
る人に村が貸し出している計測器。検出器にはCsI（Tl）の固体
シンチレータとSiダイオードを採用し、GM管より高感度で寿命
が長い特長がある。線量率の測定範囲は０．００１～９．９９９μSv/hで、
単３乾電池２本で連続５０時間以上使用でき、６０秒間の平均値を１０
秒毎に表示できる。水滴が付着しても使えるように防水対策が施
されている。

放射線測定局：
茨城県や原子力事業者が、空間ガンマ線量や中性子線量を測定するために設置して
いる設備。測定されたデータは、専用回線により２分毎に中央監視局に伝送され、統
計解析、データ保存処理などが行われる。これらの測定データは、役場、オフサイト
センターなどへ送られ、常時最新データが表示されている。また、測定局には、放射
線データの解析に使用される風向、風速、降水量などを観測する気象観測装置も設置
されている。

放射線の身体的影響：
放射線を受けて数週間以内に症状が出る「急性障害」と数ヶ月から数年後になって
症状が出る「晩発性障害」に分けられる。また、しきい値のある「確定的影響」とし
きい値はないと仮定する「確率的影響」に分類することもできる。
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放射線を一度にうけたときの症状

［ま行］
モニタリングステーション（MS）：

原子力施設からの放射線等を常時監視する目的で設置され
た観測局。通常、空間放射線量率、空気中の放射性物質濃度
等の測定や気象観測など複数の項目の測定機能を持つ。これ
に対して、モニタリングポストは通常空間線量率のみを測定
対象とする。空間線量率の測定方法については、「モニタリ
ングポスト」を参照。

モニタリングポスト（MP）：
原子力施設からの放射線を常時監視する目的で設置された
観測局。通常、測定は、ガンマ線が対象で、検出器には、平
常時の放射線レベル（低線量レベル）用の「NaI（Tl）シンチ
レーション検出器」（図の屋上左側）と緊急事態時等の高線量
レベル用「電離箱検出器」（図の屋上右側）が用いられ、広
範囲の空間線量率の測定が可能である。また、中性子線の測定装置が設置されている
モニタリングポストもある。

［や行］
要配慮者：

高齢者・身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・発達障がい者・妊婦・乳幼
児・未就学児童・児童生徒・難病者・人工透析患者・外国人・災害により負傷し自立
歩行が困難になった者等の防災対策において特に配慮を要する者をいう。
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［ら行］
臨界：

ウラン２３５が核分裂すると複数個の新しい中性子が飛び出し、この中性子が次の核分
裂を起こす。このようにして、連続的に核分裂が続いていくことを核分裂の連鎖反応
というが、この連鎖反応が一定割合で持続している状態を臨界という。

臨界事故：
核燃料物質を取扱う施設において、臨界管理に失敗し、予期しない臨界が発生する
こと。臨界状態になるとガンマ線、中性子線及び熱が発生し、作業者に過大な放射線
被ばくを与えることがある。平成１１年９月３０日のJCO臨界事故はこの例に当たる。

臨界管理：
核燃料物質は、質量、容積、放射能濃度が一定の条件を越えると核分裂の連鎖反応
が起こるため、臨界にならないように質量の制限、形状の制限や中性子吸収材の使用
等を行うこと。

出典：東海村地域防災計画、原子力防災基礎用語集（公益財団法人 原子力安全技術センター）、茨城県の原子力安全行政 ほか
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文部科学省のホームページより引用
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東海村民憲章
わたくしたちは
ゆかしい歴史と 原子の火に生きる

東海の村民です

１ 自然に親しみ きれいなまちをつくりましょう
１ 教養を深め 文化のまちをつくりましょう
１ 心身をきたえ 明るいまちをつくりましょう
１ 仕事に励み 豊かなまちをつくりましょう
１ 心を合わせ 住みよいまちをつくりましょう

東海村発足30周年を記念して制定

原子力平和利用推進

宣言の村

核 兵 器 廃 絶

（昭和６１年６月２６日制定）

世界の平和は全人類の願いであり、原子力の平和利用は人類の生存と繁栄のため、更に推

進しなければならない。

日本が原子力の平和利用に踏み切り、東海村が原子力関連諸施設の設置を受け入れたのは、

原子力基本法の精神を堅持し、平和の目的に限って原子力の研究・開発及び利用を進めると

いうことを確認した上でのことである。しかるに核兵器保有国間の果てしない核軍備拡張競

争は、今や人類の脅威であり憂うべき状況である。

このような時にあたり、唯一の核被爆国として全世界に対し、原子力の平和利用と核兵器

廃絶の実現に向けて訴え続けることは、東海村に住むわれわれにとって大きな使命である。

よって、東海村民は世界のすべての国に向け、原子力の平和利用推進と核兵器の廃絶をこ

こに宣言する。
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村 の 花

発足３０周年を記念して、「スカシユリ」を村
の花に制定。スカシユリは、本州の北部に分布
し、村では砂丘に群落が多く見られます。花
は、真夏に咲き明るく情熱的で、太陽に向かっ
て咲くことから発展向上を意味し、村を象徴す
るにふさわしい花ということで定めました。

「とうかい」の「と」と原子力のγ（ガンマ）
と太平洋の波で模様化したものです。

（昭和３８年４月１日制定）

村 の 紋 章

村 の 木

発足２５周年を記念して、「黒松」を村の木に
制定。黒松は、村の気候や風土に適し、海岸線
をはじめ村内いたる所に見られます。古来から
長寿を表すとして尊ばれ、また、豊かな緑に包
まれた村の快適環境を象徴するにふさわしい木
ということで定めました。

村 の 鳥

発足４０周年を記念して、「メジロ」を村の鳥
に制定。目のまわりに白い輪があることから
「メジロ」の由来があり、魅力的な声でさえず
ります。メジロは村内に広く生息し、昔から地
域の人々に親しまれてきたことから、村を象徴
するにふさわしい鳥ということで定めました。
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